
経済構造実態調査（仮称）中の特サビ実態業種の把握単位の変化について 資料１－２　別紙１

1 / 1 ページ 平成30年3月

01 391  ソフトウェア業 事業所 標本 → 継続 → 01 391  ソフトウェア業

02 392　情報処理・提供サービス業 事業所 標本 → 継続 → 02 392　情報処理・提供サービス業

03 401　インターネット附随サービス業 事業所 標本 → 継続 → 03 401　インターネット附随サービス業

2 04 411　映像情報制作・配給業 企業 標本 → 継続 → 04 411　映像情報制作・配給業

3 05 412　音声情報制作業 企業 全数 → 継続 → 05 412　音声情報制作業

4 06 413　新聞業 企業 標本 → 継続 → 06 413　新聞業

5 07 414　出版業 企業 標本 → 継続 → 07 414　出版業

6 08 643　クレジットカード業，割賦金融業 企業 全数 → 継続 → 08 643　クレジットカード業，割賦金融業

796　冠婚葬祭業 事業所 標本 ー －

→ 細分化 → 09 7961　葬儀業

→ 細分化 → 10 7962　結婚式場業

→ 細分化 → 11 7963　冠婚葬祭互助会

8 10 801　映画館 事業所 全数 → 継続 → 12 801　映画館

9 11 802　興行場，興行団 事業所 標本 → 継続 → 13 802　興行場，興行団

804 　スポーツ施設提供業 事業所 標本 ー ー

→ 細分化 → 14 8043　ゴルフ場

→ 細分化 → 15 8044　ゴルフ練習場

→ 細分化 → 16 8045　ボウリング場

→ 細分化 → 17 8048　フィットネスクラブ

→ 細分化 → 18 80**　その他のスポーツ施設提供業

11 13 805　公園，遊園地・テーマパーク 事業所 全数 → 継続 → 19 805　公園，遊園地・テーマパーク

14 901　機械修理業 事業所 標本 → 継続 → 20 901　機械修理業

15 902　電気機械器具修理業 事業所 標本 → 継続 → 21 902　電気機械器具修理業

13 16 745　計量証明業 事業所 全数 → 継続 → 22 745　計量証明業

14 17 416　映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業 企業 標本 → 継続 → 23 416　映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業

18 701　各種物品賃貸業 事業所 標本 → 継続 → 24 701　各種物品賃貸業

19 702　産業用機械器具賃貸業 事業所 標本 → 継続 → 25 702　産業用機械器具賃貸業

20 703　事務用機械器具賃貸業 事業所 全数 → 継続 → 26 703　事務用機械器具賃貸業

21 704　自動車賃貸業 事業所 標本 → 継続 → 27 704　自動車賃貸業

22 705　スポーツ・娯楽用品賃貸業 事業所 全数 → 継続 → 28 705　スポーツ・娯楽用品賃貸業

23 709　その他の物品賃貸業 事業所 標本 → 継続 → 29 709　その他の物品賃貸業

16 24 823　学習塾 事業所 標本 → 継続 → 30 823　学習塾

824　教養・技能教授業 事業所 標本 ー ー

→ 細分化 → 31 8245　外国語会話教授業

→ 細分化 → 32 82**　教養・技能教授業（外国語会話教授業を除く）

18 26 731　広告業 事業所 標本 → 継続 → 33 731　広告業

27 726　デザイン業 事業所 標本 → 継続 → 34 726　デザイン業

28 743　機械設計業 事業所 標本 → 継続 → 35 743　機械設計業
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消
費
税
　
税
込

み
有
無

01 事 標 391  ソフトウェア業

02 事 標 392　情報処理・提供サービス業

03 事 標 401　インターネット附随サービス業 ○ ○

04 403 企 標 411　映像情報制作・配給業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

05 404 企 全 412　音声情報制作業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

06 405 企 標 413　新聞業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○

07 406 企 標 414　出版業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○

08 408 企 全 643　クレジットカード業，割賦金融業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○

09 416 事 標 796　冠婚葬祭業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○

10 417 事 全 801　映画館 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ●

11 418 事 標 802　興行場，興行団 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ●

12 419 事 標 804 　スポーツ施設提供業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○

13 420 事 全 805　公園，遊園地・テーマパーク ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ○

14 事 標 901　機械修理業 ○

15 事 標 902　電気機械器具修理業 ○

16 415 事 全 745　計量証明業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ○

17 407 企 標
416　映像・音声・文字情報制作に附帯するサ
　　　ービス業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○

18 事 標 701　各種物品賃貸業

19 事 標 702　産業用機械器具賃貸業

20 事 全 703　事務用機械器具賃貸業

21 事 標 704　自動車賃貸業

22 事 全 705　スポーツ・娯楽用品賃貸業

23 事 標 709　その他の物品賃貸業

24 421 事 標 823　学習塾 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ○

25 422 事 標 824　教養・技能教授業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○

26 414 事 標 731　広告業 ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ● ○

27 事 標 726　デザイン業

28 事 標 743　機械設計業
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以下、現行の特定サービス産業実態調査の業種別（経産省所管28業
種）、調査票種類(19種類）、調査単位（対　企業又は事業所）、調
査方法（全数or標本）の別に記載したもの

【表の見方】
※注１：本資料は、現行の特サビを元に作成。各セルの”○”継続、”◎”新設、”▲”一部継続、”●”印は廃止する調査事項。
※注２：「緑色」の「費用」は、事業所単位の把握から企業単位の把握に変更。企業調査票の本体又は売上高５割層において一定把握。
青色」の「費用」は、企業調査票の本体又は売上高５割層において一定把握。「緑色」の「売上高その他」は、上位業種など把握方法が
変更。「青色」「事業特性調査票」で現行と同様に把握し、「灰色」は、廃止する調査事項。
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01 事 標 391  ソフトウェア業

02 事 標 392　情報処理・提供サービス業

03 事 標 401　インターネット附随サービス業

04 403 企 標 411　映像情報制作・配給業

05 404 企 全 412　音声情報制作業

06 405 企 標 413　新聞業

07 406 企 標 414　出版業

08 408 企 全 643　クレジットカード業，割賦金融業

09 416 事 標 796　冠婚葬祭業

10 417 事 全 801　映画館

11 418 事 標 802　興行場，興行団

12 419 事 標 804 　スポーツ施設提供業

13 420 事 全 805　公園，遊園地・テーマパーク

14 事 標 901　機械修理業

15 事 標 902　電気機械器具修理業

16 415 事 全 745　計量証明業

17 407 企 標
416　映像・音声・文字情報制作に附帯するサ
　　　ービス業

18 事 標 701　各種物品賃貸業

19 事 標 702　産業用機械器具賃貸業

20 事 全 703　事務用機械器具賃貸業

21 事 標 704　自動車賃貸業

22 事 全 705　スポーツ・娯楽用品賃貸業

23 事 標 709　その他の物品賃貸業

24 421 事 標 823　学習塾

25 422 事 標 824　教養・技能教授業

26 414 事 標 731　広告業

27 事 標 726　デザイン業

28 事 標 743　機械設計業
413
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以下、現行の特定サービス産業実態調査の業種別（経産省所管28業
種）、調査票種類(19種類）、調査単位（対　企業又は事業所）、調
査方法（全数or標本）の別に記載したもの
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01 事 標 391  ソフトウェア業

02 事 標 392　情報処理・提供サービス業

03 事 標 401　インターネット附随サービス業

04 403 企 標 411　映像情報制作・配給業

05 404 企 全 412　音声情報制作業

06 405 企 標 413　新聞業

07 406 企 標 414　出版業

08 408 企 全 643　クレジットカード業，割賦金融業

09 416 事 標 796　冠婚葬祭業

10 417 事 全 801　映画館

11 418 事 標 802　興行場，興行団

12 419 事 標 804 　スポーツ施設提供業

13 420 事 全 805　公園，遊園地・テーマパーク

14 事 標 901　機械修理業

15 事 標 902　電気機械器具修理業

16 415 事 全 745　計量証明業

17 407 企 標
416　映像・音声・文字情報制作に附帯するサ
　　　ービス業

18 事 標 701　各種物品賃貸業

19 事 標 702　産業用機械器具賃貸業

20 事 全 703　事務用機械器具賃貸業

21 事 標 704　自動車賃貸業

22 事 全 705　スポーツ・娯楽用品賃貸業

23 事 標 709　その他の物品賃貸業

24 421 事 標 823　学習塾

25 422 事 標 824　教養・技能教授業

26 414 事 標 731　広告業

27 事 標 726　デザイン業

28 事 標 743　機械設計業
413

409

423

401

以下、現行の特定サービス産業実態調査の業種別（経産省所管28業
種）、調査票種類(19種類）、調査単位（対　企業又は事業所）、調
査方法（全数or標本）の別に記載したもの

No 調
査
票
種
類
（
番
号
）

調
査
単
位
（

事
業
所
又
は
企
業
）

標
本
又
は
全
数
調
査

業種名（産業小分類）

調査事項

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

業種特有の調査事項（新調査では「事業特性調査票」において継続して把握）青色部分

講
座
数
・
受
講
者
数
（

業
務

種
類
別
）

受
講
料
及
び
入
会
金
有
無
等

前
受
金
有
無

教
室
・
施
設
の
床
面
積

そ
の
他
の
物
品
賃
貸
レ
ン
タ

ル
保
有
数
量

売上高
講
座
数
・
受
講
生
数
（

業
務

種
類
別
）

入
学
金
・
講
座
単
価
・
受
講

料
の
有
無

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
指
導
有
無

教
養
技
能
業
務
収
入
区
分
割

合

受
講
生
区
分
別

収
入
種
類
別

保
有
ス
タ
ジ
オ
数
・
貸
し
出

し
時
間

ニ
ュ
ー
ス
供
給
業
務
の
収
入

区
分
別
売
上
高
割
合

配
信
先
別
配
信
収
入
割
合

年間契約件数 自動車賃貸
スポーツ・娯楽用

品

主
な
賃
貸
物
件

商
品
保
有
数
量
及
び
貸

出
し
数
量

営
業
日
数

発
注
元
別
売
上
高

業
務
種
類
別
割
合

契
約
種
類
別
割
合

リ
ー
ス

レ
ン
タ
ル

保
有
台
数

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
受
付

割
合

824教養・技能教授業
901機械修理業
902電気機械器

具修理業

416映像・音声・文字
情報制作に附帯する

サービス業

701～705,709
物品賃貸業

823学習塾



資料１－２　別紙３の１

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額

Ⅰ Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
1 会　社 千億

2 会社以外の法人・団体
電 話（　　　 ） 局 番 3 個人経営

Ⅱ
〒 － 本社・支社別

Ⅰ事業所の本社・支社別
（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

電 話（　　　 ） 局 番 2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

Ⅲ 3 支社（支社、支店、営業所など）
〒 －

消費税の税込み記入

年間売上高 1 税込み 2 税抜き

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） 年間売上高の契約先産業別割合

Ⅰ ●●業務の年間売上高の契約先産業別割合

％ ％ ％ ％ ％ ％

Ⅱ 「事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、ソフトウェア業務、情報処理・サービス提供業務、インターネット附随サービス業務の年間売上高（消費税額を含む。）

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

Ⅴ 「インターネット附随サービス業務」の年間売上高の業務種類別割合 年間営業用固定資産取得額
Ⅲ　「ソフトウエア業務」の年間売上高の業務種類別割合 Ⅰ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額

（消費税込み）

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

Ⅳ 「情報処理・提供サービス業務」の年間売上高の業務種類別割合
Ⅵ 「インターネット附随サービス業務」の年間売上高の収入種類別割合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ ●●業務の事業従事者数

③ ④ 事業従事者数

注１  : 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

千万 百万 十万 万

広告料 手数料 利用料 その他

個人からの収入

手数料 利用料 その他

課金・決済
代行業務

その他

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 務 イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業 務

兆 千億 百億 十億 億 千万

イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業　務

合計

年 間 売 上 高
％ ％ ％ ％ ％ ％

100%

業務種類区分

年 間 売 上 高

収入種類区分

年間売上高

業務種類区分

情 報 処 理 ・ 提 供 サ ー ビ ス 業 務

合計情報処理
サービス

システム等
管理運営

受託

データベースサービス

各種調査 その他インターネッ
トによるもの

そ の 他

受注ソフト
ウェア開発

イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業　務

法人からの収入

７

２

３

４

サイト運営
業務

コンテンツ
配信業務

ＡＳＰ業務
（ソフトウェア
開発を除く）

サーバーセ
キュリティ

サーバーハ
ウジング

サーバーホ
スティング

電子認証
業務

サービス業
百万 十万

★

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

製 造 業
電 気 ･ ガ ス
・ 熱 供 給
･ 水 道 業

情報通信業
(同業者を除く )

運 輸 業
郵 便 業

卸 売 業
小 売 業

100%

不 動 産 業
物品賃貸業

学 術 研 究
専 門 ・ 技 術
サ ー ビ ス 業

宿 泊 業
飲食サービス業

億十億百億 千万 百万

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

十万 万円

合 計

万円

有

形

固

定

資

産

機 械 ・
設 備 ・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

％

100%

年 間 売 上 高

ソ フ　  ト　  ウ　  ェ　  ア　  業　務

合計

100%

ソ フ ト ウ ェ ア ・ プ ロ ダ ク ツ

業務用
パッケージ

コンピュータ
等基本ソフト

百万

％ ％ ％

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）パート ・

アルバイトなど
(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

ソ フ ト ウ ェ ア 業 務

ゲームソ フ ト

事業所全体の年間売上高

兆 千億 百億 十億 億

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

★

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

５

★

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

人 人

有給役員

100%

十万 万 万兆 千億

人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

業務種類区分

基幹統計 ㊙

８

区分 ①
個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

② ⑤

事業特性調査票（ソフトウェア業、情報処理・サービス提供業、インターネット附随サービス業）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

６

百億 十億 億 千万

建 設 業

金 融 業
保 険 業

百万 十万

生 活 関 連
サ ー ビ ス
業 娯 楽 業

教 育
学習支援業

総務省・経済産業省

人

女
人 人 人 人 人 人

(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人 人

土 地

万

区 分 千億 百億 十億 億 千万

％

そ の 他

合計

２０１８０３１５版

 総計のほかに別
経営の事業所から
派遣されている人

人

人 人 人 人

システム
エンジニア

プログラマ

うち開発部門

公 務 同 業 者 合　計
その他の産業 個     人

十万

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前
１年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

注１ ：耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）

を記入してください。

注２ ：過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３ ：「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミ

リ、電子計算機、 端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コン

ピュータ設計・製造システム)など をいいます。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の２

企業の名称び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

Ⅰ 1 会　社 千億 千万 万円

2 会社以外の法人・団体
3 個人経営

Ⅱ 電 話（　　　 ） 局 番

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

年間売上高

Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、映像情報制作・配給業務の年間売上高

Ⅲ 「映像情報制作・配給業務」の年間売上高の業務種類別割合 Ⅳ

Ⅴ

映画・テレビ番組及びビデオ制作本数等 年間営業用固定資産取得額
映画制作本数、配給本数（作品数）

Ⅰ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額
（消費税込み）

本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

本 本 本 本 本 本

本 本 本 本 本 本

テレビ番組制作本数、配給本数（タイトル数）

本 本 本 本 本 本 本 本

本 本 本 本 本 本 本 本

ビデオ（ＤＶＤを含む。）制作本数、発売（プリント）本数　　（返品数は、差し引いてください。）  

劇場映画（邦画） テ レ　　ビ　　番　　組

本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本 本

従業者数

Ⅰ 企業全体の従業者数 Ⅱ 映像情報制作・配給業務の事業従事者数

③ ④

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

その他

％ ％ ％ ％
１００％

％
１００％

％ ％ ％ ％ ％

％ ％

企業全体の年間売上高
万

その他

テレビ番組
(テレビコマー

シャルを含む。)
制作・配給収入

業 務 種 類
区　       分

映 画 制 作 ・ 配 給 業 務 テ レ ビ ジ ョ ン 番 組 制 作 ・ 配 給 業 務

百万 十万百億

６

有

形

固

定

資

産

機 械 ・
設 備 ・
装 置

情 報 通 信 機 器

区 分

教  育

オ リ    ジ    ナ    ル    ビ    デ    オ    作    品

億十億

ビデオ(DVDを
含む。)制作・
発  売  収  入

ビデオ
(DVDを含む。)

版権収入

制作本数及び配給本数は、連続ドラマ・シリーズド
ラマなど同タイトルの番組は１本（１作品）
としてください。

芸能・趣味
・教養

音楽・
BGV・カラオケ

５

受 託 制 作 出 資 制 作

ビデオ（ＤＶＤ）制作・発売業務

合　計映画の
制作・配給

収入

ビデオ
(DVDを含む。)

版権収入

テレビ放映
権収入

ビデオ
(DVDを含む｡)

版権収入

受託制作
収     入

その他

国 外
％ ％ ％ ％ ％

％ ％

商品化
権収入

リ メ イ ク
権収入

受託制作
収      入

テレビ映画
制 作 収 入

％ ％ ％ ％

音楽 スポーツ そ の 他 合　　計 注．

％

合 計

共同出資制作 受 託 制 作

％ ％

％

％

共同出資制作

アニメー
ション

発 売 （ プ リ ン ト ） 本 数

スポーツ
アニメー
ション

その他

制 作 本 数 （ 作 品 数 ）

ドラマ
アニメー
ション

そ の
他

映
画 、
ドラマ

Ⅱ

区 分 ド ラ マ
アニメー
ション

ドキュメン
タ リ  ー

芸能・趣味
・ 教養

（ 受 託 制 作 を 含 む ）

制 作 本 数 （ タ イ ト ル 数 ）

配 給 本 数 （ タ イ ト ル 数 ）

洋 画 （ 作 品 数 ）

邦 画 （ 作 品 数 ）

Ⅲ

区 分

劇場映画（洋画）

劇映画

★

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

 総計の ほ か に 別
経営の企業から

派遣されている人

★

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

３

国内
十億 億 千万 千万

国外
千万 万百万

千億兆 百億 十億 億 千万 百万 十万 合計

パート ・
アルバイトなど

常　　用　　雇　　用　　者

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

有給役員区分

男
人

千億 百億

Ⅰ

区 分

劇　場　用　映　画

教育映画 記録映画 そ の 他

制 作 本 数 （ 作 品 数 ）

劇映画
アニメー
ション

映像情報制作・配給業務

兆 万十億 億 百万兆 千億 百億百万千万 千万十億 億兆 千億 百億

総務省・経済産業省

７

年間売上高

国 内
％ ％

事 業 特 性 調 査 票 （ 映 像 情 報 制 作 ・ 配 給 業 ）
平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

〒 －

企 業 の 所 在 地

人

人

人

人

①

人

人

人

人

総　　計
（①～⑤の合計）

イ ン タ ー ネ ッ ト 配 信 に 係 る
ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入

番号※

２
フ リ ガ ナ

企 業 の 名 称

基幹統計 ㊙
★

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

人

人

(うち　別経営の企業
に  派 遣 し て い る 人) 事業従事者数

人

４

人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

対企業

１★

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

★

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

千万

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）

劇　　映　　画 ア ニ　メ　ー　シ　ョ　ン

出 資 制 作

配 給
本 数

⑤
(就業時間換算雇用者数)

人

人

人

年間売上高

業種区分

女

万

Ⅱの「映像情報制作・配給業務」の国内､国外別年間売上高に
占めるアニメーション作品による収入割合

アニメーション作品
に   よ   る   収   入

国 内 ％

国 外 ％

％

Ⅱの「映像情報制作・配給業務」の年間売上高に
占めるインターネット配信に係るロイヤリティ収入の割合

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

無 形 固 定 資 産

土 地

そ の 他

建物・その他の有形固定資産

２０１８０３１５版

合 計

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。

「映像情報制作・配給業務」の国内、国外別売上高について、その内訳を下記区分に従って記入してください。

イメージ

注１ ：耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記

入してください。

注２ ：過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３ ：「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、

電子計算機、 端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設

計・製造システム)など をいいます。

注１ ： 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されてい

る人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、 事業所で「嘱託」、 「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに

近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２ ： 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は

日々雇用されている人をいいます。

注３ ： 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「④パート・アルバイトなど」に記入した従業者全

あてはまるものを○で囲ってください。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の３

企業の名称び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

Ⅰ 1 会　社 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

2 会社以外の法人・団体
3 個人経営

企業の事業形態 （主としているものを一つ○で囲んでください。）

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

1 レコード制作業
〒 － 2 音楽出版業務

3 ラジオ番組制作業
4 その他

年間売上高 消費税の税込み記入

Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） 1 税込み 2 税抜き

年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額
（消費税込み）

Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、音声情報制作業務の年間売上高

業務種類別の音楽配信収入の割合

「音声情報制作業務」の年間売上高の業務種類別割合 音楽ソフト制作業務に係る音楽ソフト年間生産数量

Ⅶ 保有する総音源数

注１：「うち洋楽」の割合については、「５－Ⅱ　音声情報制作業務の年間売上高」を１００としてその割合を記入してください。

レコード販売収入の販売枚数規模別割合

制作したラジオ番組の年間総時間

従業者数

Ⅱ

Ⅰ 企業全体の従業者数

③ ④

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

建物・その他の有形固定資産

企業全体の年間売上高

２０１８０３１５版

合 計

無 形 固 定 資 産

３

Ⅴ

レコード販売収入に占め
る

音 楽 配 信 収 入 の 割 合

著作権使用料収入及び著作隣接権収
入に占める音楽配信収入の割合

年 間 売 上 高 ％

区 分 1万枚未満
1万枚以上
5万枚未満

％

その他

％

Ⅵ

区 分 音 源 数 タ イ ト ル 数

生 産
数 量 曲 本

10万枚以上
30万枚未満

30万枚以上
50万枚未満

50万枚以上

事業従事者数

人

５

企 業 の 所 在 地

人

曲

６

区 分 千億 百億

そ の 他

基幹統計 ㊙
★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

人

人

(うち　別経営の企業
に  派 遣 し て い る 人)

総務省・経済産業省

7

事 業 特 性 調 査 票 （ 音 声 情 報 制 作 業 ）
平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

人

人

人

人

①

人

人

人

人

総　　計
（①～⑤の合計）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）⑤

(就業時間換算雇用者数)

人

人

人

番号※

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

女

パート ・
アルバイトなど

常　　用　　雇　　用　　者

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

有給役員区分

男
人

 総計の ほ か に 別
経営の企業から

派遣されている人

音声情報制作業務の事業従事者数

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

十億 億 千万 百万 十万 万円

有

形

固

定

資

産

機 械 ・
設 備 ・
装 置

情 報 通 信 機 器

Ⅳ

5万枚以上
10万枚未満

％
100％

うち洋楽
％

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

２
フ リ ガ ナ

企 業 の 名 称

土 地

業 務 種 類
区 分

音楽ソフト制作業務（レコード制作会社・音楽出版会社） ラ ジ オ 番 組 制 作 業 務

合 　計
レ コ ー ド
販売収入

著作権使用
料収入

著作隣接
権収入

その他
ラジオ番組
制作収入

タイム・スポット
制作収入

受託制作
収     入

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

％ ％ ％ ％

時間

４

Ⅷ

区 分 報      道 教　　　育 教　　　養 娯　　　楽 広　　　告 そ 　の　 他

時 間
数 時間 時間 時間

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

１★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

％ ％ ％
100%

対企業

％ ％ ％

合   計 

時間 時間

レコード
販売収入 ％ ％ ％

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

％ ％

Ⅲ

音　声　情　報　制　作　業　務　の　年　間　売　上　高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

うち国内向け
千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最
も近い決算日前１年間について記入してください。

イメージ

平成３０年１２月３１日現在で保有し
ている音源の総数を記入してくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってください。

注２：「５－Ⅲ レコード販売収入」に
占める割合を記入してください。

注１ ：耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手

数料を含む。）を記入してください。

注２ ：過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入

してください。

注３ ：「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換

装置、ファクシミリ、電子計算機、 端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パ

ソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設計・製造システム)など をいいます。

注１ ： 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、

事業所で「嘱託」、 「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２ ： 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３ ： 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「④パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の４

企業の名称び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

Ⅰ Ⅰ経営組織

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

3 個人経営
〒 －

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き
年間売上高

年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち新聞業務の年間売上高
Ⅰ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額

（消費税込み）

Ⅲ 「新聞業務」の年間売上高の収入種類別割合

Ⅳ 新聞発行種類 Ⅴ 「新聞業務」に係る電子メディアへの配信の有無 （ どちらか１つを○で囲んでください。 ）
１．は　い 　配信形態

　（ あてはまるものすべてを○で囲んでください。）
１．インターネット 　配信種類

２．いいえ 　（ あてはまるものすべてを○で囲んでください。）
１．ウェブ
２．メール
３．ウェブ上の動画
４．コンテンツ外部提供
５．紙面イメージ

従業者数

Ⅱ

Ⅰ 企業全体の従業者数

③ ④

注１  : 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

２０１８０３１５版

億十億 千万 百万 十万 万円百億千億

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

対企業

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

専門・業界紙 その他
全国紙 地方紙

（ブロック紙を含む）

発行種類

紙 紙 紙 紙 紙

２．固定端末向け情報提供

％ ％
100%

３

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

区      分
一般紙

スポーツ紙

％ ％ ％

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

収入種類
区 分

新聞販売収入
広　告　料　収　入

そ の 他
収 入

 総計の ほ か に 別
経営の企業から

派遣されている人

新聞業務の事業従事者数

新聞広告

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

女

パート ・
アルバイトなど

常　　用　　雇　　用　　者

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

有給役員区分

男
人

総務省・経済産業省

６

事 業 特 性 調 査 票 （ 新 聞 業 ）
平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

人

人

人

人

①

人

人

人

人

企業全体の年間売上高 新聞業務の年間売上高

総　　計
（①～⑤の合計）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）⑤

(就業時間換算雇用者数)

人

人

人

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

番号※

２
フ リ ガ ナ

企 業 の 名 称

基幹統計

㊙
★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

人

人

(うち　別経営の企業
に  派 遣 し て い る 人) 事業従事者数

人

４

企 業 の 所 在 地

人

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

合 計

年 間 売 上
高 ％

１

電 子
メ デ ィ

フリーペーパー その他

５

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有

形

固

定

資

産

機 械 ・
設 備 ・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土 地

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間に
ついて記入してください。

イメージ

「新聞業務」の年間売上高について、その内訳を下記Ⅲの収入種類区分に従って記入して
ください。

平成３０年１２月３１日現在で発行している新聞の発行種類数を記入してください。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

注１ ：耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入

手数料を含む。）を記入してください。

注２ ：過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記

入してください。

注３ ：「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交

換装置、ファクシミリ、電子計算機、 端末機器、補助装置、電子計算機附属機

器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設計・製造システム)など をいいます。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の５

企業の名称び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

Ⅰ Ⅰ経営組織

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

3 個人経営
〒 －

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

年間売上高 年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅰ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額

（消費税込み）

Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、出版業務の年間売上高

Ⅳ 書籍新刊発行点数及び発行部数

Ⅲ
点 点 点 点 点 点 点 点 点

Ⅴ 雑誌発行銘柄数及び発行部数

Ⅵ 出版業務における国内、国外別のロイヤリティ収入の割合

従業者数

Ⅱ

Ⅰ 企業全体の従業者数

③ ④

注１  : 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

２０１８０３１５版

生活･趣味･スポーツ誌
(健康誌､マタニティ･
育児誌､スポーツ誌､
旅行誌､TV情報誌､

タウン誌など)

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

％ ％

国 内

国　　　　　外

合 計
コミック 児童書 小　　説 その他

％ 100%％ ％ ％ ％

児童誌
（児童誌、

学年誌など）

コミック誌
（少年コミック誌、
少女コミック誌、
女性ヤングアダ

ルト誌など）

その他
（文学誌、

芸術誌など）
合　　計

点

千部千部

Ⅶ返品率

書　籍 雑　誌

千部 千部 千部 千部

誌誌 誌 誌 誌 誌 誌 誌 誌

千部

書籍新刊
発行部数 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部 千部

雑 誌 販 売 収 入

その他
（左記以外の

書籍）
合 　　   計

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入

そ の 他 の 収 入

う ち 雑 誌 本 体

書 籍 販 売 収 入

う ち 電 子 メ デ ィ ア

書籍新刊
発行点数

千部 千部 千部

雑誌発行
銘 柄 数

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

うちフリーペーパー

雑誌種類
区　　　分

総合誌
（総合月刊誌、
総合週刊誌、

写真週刊誌など）

人文科学誌
（哲学、心理、
宗教、歴史、
地理など）

社会科学誌
（政治、法律、経
済、経営、通信、
教育、民族など）

自然科学誌
（数学、天文学、

医学、薬学、
工学・工業など）

千部

う ち 電 子 メ デ ィ ア

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

書籍種類
区　　　分

人文科学書
(総記、心理
学、歴史・

地理)

社会科学書
(政治、法律、
経済、経営、
通信、教育)

自然科学書
(数学、天文学、

医学、薬学、
工学・工業)

語学・文学書
（語学、文学）

芸術・生活書
（芸術・生活）

学習・参考書
(小・中学生、高
校生などを対象

と
した学習・参考

書)

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

女

パート ・
アルバイトなど

常　　用　　雇　　用　　者

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

有給役員区分

男
人

 総計の ほ か に 別
経営の企業から

派遣されている人

出版業務の事業従事者数

人

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

総務省・経済産業省

６

事 業 特 性 調 査 票 （ 出 版 業 ）
平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

人

人

人

人

①

人

人

人

人

企業全体の年間売上高

出版業務の年間売上高

総　　計
（①～⑤の合計）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）⑤

(就業時間換算雇用者数)

人

人

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

１★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

番号※

２
フ リ ガ ナ

企 業 の 名 称

基幹統計 ㊙
★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

人

人

(うち　別経営の企業
に  派 遣 し て い る 人) 事業従事者数

人

４

企 業 の 所 在 地

対企業

十万 万

３

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

コミック本
(コミック、

劇画などの
マンガ本)

児童書
(絵本などの
児童向け
の書籍)

人

雑誌発行
部      数

業 務 種 類 区 分

合 計

「 出 版 業 務 」 の 年 間 売 上 高 の 業 務 種 類 別 収 入 額

５

区 分 千億

広 告 料 収 入

う ち 電 子 メ デ ィ ア

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

百億 十億

建物・その他の有形固定資産

合 計

有

形

固

定

資

産

機 械 ・
設 備 ・
装 置

土 地

そ の 他

情 報 通 信 機 器

無 形 固 定 資 産

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

億 千万 百万 十万 万円

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は
最も近い決算日前１年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

注１ ：耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）

を記入してください。

注２ ：過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３ ：「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシ

ミリ、電子計算機、

端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設計・

製造システム)など をいいます。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の６

企業の名称び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

Ⅰ 1 会　社
2 会社以外の法人・団体
3 個人経営

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

企業の系統
〒 －

1 銀行系 （主としているものを一つ○で囲んでください。）

2 信販系
年間売上高 3 中小小売商団体

4 百貨店・量販店・流通系
Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅲ 5 割賦金融会社

6 チケット発行会社

7 その他

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

Ⅴ 年間売上高（年間取扱高）のうち、自社クレジットカードによる販売信用業務における産業別信用供与額（消費税額を含む。）

会員数等

Ⅵ 「クレジットカード業務，割賦金融業務」における取扱残高（債権額）
（消費税額を含む。） I クレジットカード会員数（契約数） Ⅱ　　　　年会費別のクレジットカードの種類及び発行枚数

自社クレジットカードの産業別自社開拓加盟店数

　　2　　産業別提携先企業数

従業者数

Ⅱ

Ⅰ 企業全体の従業者数

③ ④

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

２０１８０３１５版

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

万 兆

区　　　　　　　　　分

クレジット
カード業務

販 売 信 用 業 務

消 費 者 金 融 業 務

営業収入区分

Ⅰの「企業全体の年間売上高（年間取扱高）（消費税額を含む。）」のうち、「クレジットカード業務，割賦金融業務」
による営業収入額（消費税額を含む。）Ⅳ

十兆 兆

ク

レ

ジ

ッ

ト

カ

ー

ド

業

務

千億

会 員 の 入 会 金 及 び 会 費 収 入

販売信用業務による会員からの手数料収入

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

年間売上高
（年間取扱

高）
％ ％ ％ ％ 100%

国　内

販売信用業務

国　外
消費者金
融業務

割賦金
融業務

合 計
業務種類
区      分

ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業 務

「クレジットカード業務，割賦金融業務」の年間売上高（年
間取扱高）の業務種類別割合

Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占めるクレジットカード
業，割賦金融業務の年間売上高

４

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

Ⅶ

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

企業全体の年間売上高
兆

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

クレジットカード業，割賦金融業務の事業
従事者数

女

パート ・
アルバイトなど

常　　用　　雇　　用　　者

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

有給役員区分

男
人

 総計の ほ か に 別
経営の企業から

派遣されている人

人 人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

人

合　　　　　計

億 千万 百万 十万 万

企業 企業 企業 企業 企業

個人会員

種類 枚

百億 十億十万

番号※

２
フ リ ガ ナ

企 業 の 名 称

基幹統計 ㊙
★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

人

人

(うち　別経営の企業
に  派 遣 し て い る 人) 事業従事者数

千億 百億 十億

５

企 業 の 所 在 地

７

事 業 特 性 調 査 票 （ ク レ ジ ッ ト カ ー ド 業 ， 割 賦 金 融 業 ）
平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

人

３

１★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

①

人

人

人

人

総　　計
（①～⑤の合計）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）⑤

(就業時間換算雇用者数)

人

クレジットカード業，割賦金融業務の年間売上高
億 千万 百万

うち　リボルビング方式による収入

消費者金融業務による会員からの金利収入

うち　リボルビング方式による収入

加 盟 店 手 数 料 収 入

割 賦 金 融 業 務 に よ る 収 入

合　　　　　　　　　　計

その他産業区分

小　　　売　　　業

百貨店、
総合スーパー

その他の小売店
飲食店

割　 賦　 金　 融　 業　 務

小　売　業

百貨店、
総合スーパー

その他の小売店

万円

飲食店
旅館・
ホテル

その他 合　　　　　計

件

この１年間に脱会
した会員数

個 人 会 員
件 件

件

万円 万円 万円 万円 万円

うち　この1年間に
加入した会員数

会 員 総 数

産業別提携先区分

企 業 数

百貨店、総合スーパー

企業

小　　売　　業

Ⅲ　　　自社において発行しているクレジットカード
発行枚数及び産業別提携先企業数
1　クレジットカードの発行枚数及びＩＣカードの割合

カード区分

年
会
費

無 料 の カ ー ド

有
料

５，０００円未満のカード

５，０００円以上のカード

法 人 会 員

会員区分

件 件

総務省・経済産業省

人

種類 枚

種類 枚

飲　食　店 旅館・ホテル
その他の小売店

そ　の　他 合　　計

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

自社開拓加盟店数
（自社店舗を除く） 店

枚 枚 ％

うち提携カード発
行枚数

ICカードの割合

クレジットカード発行枚数

億千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円

店 店 店 店 店

６

産業区分

年間売上高
（年間取扱高）

旅館・
ホテル

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

注１ ： 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、

事業所で「嘱託」、 「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２ ： 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３ ： 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「④パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の７　　　

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

1 会　社 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ 2 会社以外の法人・団体
事業所 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 3 個人経営

Ⅱ 指定管理者 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

〒 － 本社・支社別

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 Ⅰ事業所の本社・支社別
1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

Ⅲ 2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）
〒 － 3 支社（支社、支店、営業所など）

フランチャイズ

年間売上高
1 フランチャイズに加盟している

Ⅰ事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） 2 フランチャイズに加盟していない

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

Ⅱ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、結婚式場業務、葬儀業務、冠婚葬祭互助会事業の年間売上高（消費税額を含む。）

千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円

Ⅴ 「葬儀業務」の年間売上高の業務種類別割合

注：５－Ⅳ、５－Ⅴの「その他（ ◆ ）」は、第三役務に係る業務が該当します。

年間取扱件数
Ⅰ 年間挙式・披露宴取扱件数及び冠婚葬祭互助会活用件数 Ⅳ
 年間披露宴単価規模別取扱件数
（ 披露宴で出席者一人当たりの費用を、単価規模別に件数を記入してください。）

件 件 件

件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

Ⅱ 年間形態別挙式取扱件数 Ⅴ 年間葬儀取扱件数及び冠婚葬祭互助会活用件数

件

うち、冠婚葬祭互助会

を活用した件数 件

50万 円 以上

100万円未満

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ ●●業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

総　　計
（①～⑤の合計）

総務省・経済産業省

人
女

人 人 人 人 人 人 人 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 人

事業従事者数
②

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

人 人

(就業時間換算雇用者数)

男
人

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）

100%
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

100%

百億

人

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

６

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

人

⑤

人

人

区分 一般に 正社員 、正 職
員 な ど と呼ばれている
人

パート ・
アルバイトなど

(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

８

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

百億 十億 億 千万 百万 十万 万

千億

５

基幹統計 ㊙
事業特性調査票（結婚式場業、葬儀業、冠婚葬祭互助会）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

２

２０１８０３１５版

４

結婚式場業務

億 億

葬儀業務
冠婚葬祭互助会事業

（手数料及び金利収入）

本 社 の 所 在 地

年間売上高

億

Ⅳ 「結婚式場業務」の年間売上高の業務種類別割合

業 務 区 分

挙式・披露宴
その他
（ ◆ ）

合　計

葬儀一式請負
その他
（ ◆ ）

合 計
挙式・介添料

・ 室 料
飲食料

（ｻｰﾋﾞｽ料含む）
花 貸 衣 装 美容・着付 写 真 引 き 出 物 その他

式典進行・設
営 ・ 葬 具

会場・
室 料

飲食料
（ｻｰﾋﾞｽ料含む）

生 花 返 礼 品 販売 その他

年間売上高
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1.5 万 円 以 上
２ 万 円 未 満

２ 万 円 以 上
2.5 万 円 未 満

2.5 万 円 以 上
３ 万 円 未 満

３ 万 円 以 上

神 前 式
キ リ ス ト 教 式
（ 教 会 式 ）

人 前 式 写 式 そ の 他 合 計 年 間 葬 儀 取 扱 件 数

７

挙 式 及 び 披 露 宴 挙 式 の み 披 露 宴 の み
0.5 万 円 未 満

0.5 万 円 以 上
１ 万 円 未 満

１ 万 円 以 上
1.5 万 円 未 満

う ち 、 冠 婚 葬 祭 互 助 会
を 活 用 し た 件 数

年 間 取 扱 件 数

件

50 万 円 未 満
50 万 円 以 上
100 万 円 未 満

100 万 円 以 上
200 万 円 未 満

200 万 円 以 上
300 万 円 未 満

300 万 円 以 上
400 万 円 未 満

400 万 円 以 上
500 万 円 未 満

500 万 円 以 上

　Ⅵ　年間葬儀費用規模別取扱件数
　　　（ 葬儀一件あたりの費用を用いて、費用規模別に件数を記入してください。）

100 万 円 以 上
200 万 円 未 満

50 万 円 未 満

年間披露宴費用規模別取扱件数
（ 披露宴一件あたりの費用を用いて、費用規模別に件数を記入してください。）

200 万 円 以 上
300 万 円 未 満

件 件 件 件 件 件 件

人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

① 有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

件 件 件 件 件 件 件

Ⅲ

業 務 区
分

年 間
売 上 高

300 万 円 以 上
400 万 円 未 満

400 万 円 以 上
500 万 円 未 満

500 万 円 以 上

件 件 件 件 件

平成30年１月１日から１２月３１日まで
の１年間又は最も近い決算日前１年間
について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

SA
M
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資料１ー２　別紙３の８

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額

Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
Ⅰ 十億 億 千万 百万 十万 万円

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

〒 － 3 個人経営

本社・支社別
（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

Ⅰ事業所の本社・支社別

Ⅲ
〒 － 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）
3 支社（支社、支店、営業所など）

年間売上高 消費税の税込み記入

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ 収入種類別年間売上高 Ⅲ 1 税込み 2 税抜き

％

入場者数及び公開本数 施設

スクリーン

スクリーン

系列・立地環境等
Ⅳ　開設年

Ⅰ 映画館の系列 Ⅱ 映画館の公開形態 Ⅲ 立地環境 (2)併設施設

(1)立地

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数
Ⅱ 映画館業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

総務省・経済産業省

人 人

人

十億 億 千万 百万 十万 万

3  平成 年

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人

シネマコンプレックス

入 場 者 数

邦　　　　　　　　　画

うち アニメーション

洋　　　　　　　　　画

うち アニメーション

人
女

人 人 人 人 人 人

3 ロードサイド型

2　複合施設型
　 （ レジャー施設中心 ）
　

独立興行会社経営 6 その他

(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 映 画 館 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

２

６ ７

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千億 百億

公 開 本 数
本

８

1 映画制作配給会社直営 4 外資系列

2 映画制作配給会社系列 5 他産業経営 2 その他 （ 単独館を含む。）

2  平成 ５年 ～ 平成 ９年以前

3

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②
 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

９

そ の 他 の
ス ク リ ー ン

1 駅周辺型

1　複合施設型
　　（ ショッピングセンター中心 ） 1  平成 ４年以前

2 市街地型

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

５

千億 百億

人

⑤

人

人

区分

1

    Ⅰ　座席数

座席数

人

デ ジ タ ル
ス ク リ ー ン

①

人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

パート ・
アルバイトなど

２０１８０３１５版
事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

席

    Ⅱ　スクリーン数

4 その他

3　その他
　　（ 該当なしを含む。 ）

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

収 入 区 分
年 間 売 上 高

映画館業務
（入場料収入）

入場料収入のうちインターネット
を経由して受付した割合

４（平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。)

イメージ

(Ⅰ～Ⅳそれぞれについて、あてはまるもの１つを○で囲んでくださ

い。)

注：「３」の場合（平成１０年以降）は、
開設年を記入してください。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってくだ
さい。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の９

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

1 会　社 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ 2 会社以外の法人・団体
3 個人経営

Ⅲ 公的資本比率

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

〒 － ％

本社・支社別
（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

Ⅰ事業所の本社・支社別

Ⅲ 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）
〒 － 2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

3 支社（支社、支店、営業所など）

事業所の運営主体
年間売上高

Ⅰ事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち「興行場，興行団業務」の年間売上高 1 自主運営 2 国、地方公共団体からの管理運営受託 3 その他

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

Ⅲ 　「興行場、興行団業務」の収入種類別年間売上高

千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円

Ⅵ　年間興行回数（入場料収入が発生した興行）

Ⅴ　年間入場者数（入場料収入が発生した入場者数）

Ⅶ　入場可能定員数 Ⅷ　年間使用日数

Ⅳ その他の収入の内訳

注● ：調査項目”４”の事業所の運営主体にあてはまる場合のみ記入してください

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ 興行場，興行団業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

２０１８０３１５版

千 百 十 一

４

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

①

人 人

百億 十億 億 千万 百万 十万 万

その他の収入の内訳

入 場 料 ・ 興 行 収 入 賃 貸 収 入 そ の 他 の 収 入

人 人

音　　楽

演　　芸

人

千万 百万 十万 万

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 興 行 場 ， 興 行 団 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

２

７

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億

演　　劇

％ ％ ％ ％ ％
100%

ロイヤリティ収
入

テレビ放映権収
入

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）

一

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

収 入 区 分

興行場，興行団業
務

（入場料収入）

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

６

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

人

⑤

人

人

区分 一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

パート ・
アルバイトなど

スポーツ

演　　劇

スポーツ

(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

総務省・経済産業省

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

②
 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

人 人

(就業時間換算雇用者数)

男
人 人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

有給役員

人

イベント

美　　術

千 百 十 一

そ の 他

演　　劇

スポーツ

日

そ の 他

５

美　　術

イベント

そ の 他

寄付・助成金、
及び補助金

広告料収入 その他 合計

演　　芸

音　　楽

美　　術

イベント

演　　芸

音　　楽

億 億 億

千 百 十

千億 百億

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入して
ください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

注意）劇場、ホール、野球場、サッカー場、ライブ
ハウスなどを持たない興行団は記入する必要はあ
りません。

あてはまるものを○で囲ってください。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１０

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

1 会　社 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ 2 会社以外の法人・団体
3 個人経営

Ⅲ 公的資本比率
事業所 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

Ⅱ 指定管理者 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

〒 － ％

本社・支社別
（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

Ⅰ事業所の本社・支社別

Ⅲ 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）
〒 － 2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

3 支社（支社、支店、営業所など）

消費税の税込み記入
年間売上高

1 税込み 2 税抜き
Ⅰ事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）

フランチャイズ

1 フランチャイズに加盟している

2 フランチャイズに加盟していない

Ⅱ Ⅲ ●●業務の業務種類別・収入種類別売上高
千億 百億 十億 千万 百万 十万 万円

百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円

施設キャパシティ、年間営業日数、年間利用者数等 Ⅲ　●●業務の年間利用者数

Ⅰ　●●業務のの施設キャパシティ、年間営業日数

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ ●●業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

事 業 特 性 調 査 票 （ ゴ ル フ 場 、 ゴ ル フ 練 習 場 、 ボ ウ リ ン グ 場 、 フ ィ ッ ト ネ ス ク ラ ブ 、 そ の 他 の ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 ）

７

億

ゴルフ場

５

億

ボウリング場
億

フィットネスクラブ
億

千億 百億

億

利用料収入

会費収入

スクール使
用料収入

キャディフィ

その他

●●業務の年間利用者数
ゴ ル フ 場 ゴルフ練習場 ボウリング場 そ　　の　　他

Ⅱ　事業所の総面積

㎡

人 人

ゴルフ場

ゴルフ練習場

ボウリング場

ゴルフ場 ゴルフ練習場 ボウリング場
フィットネスクラ

ブ

レーン

営業日数
日 日 日 日

ホール 打席

基幹統計 ㊙
フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

２

８

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億

人 人 人 人 人

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

フィットネスクラブ

その他のスポーツ施設
提供業務

業　　　　種　　　　名

キャパ
シティ

その他のスポー
ツ施設

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

9 １

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

６

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

人

⑤

人

人

区分 一般に 正社員 、正 職
員 な ど と呼ばれている
人

パート ・
アルバイトなど

人 人

百億 十億

人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

①

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）

億 千万 百万 十万 万

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

ゴルフ練習場 その他のスポーツ施設提供業務
億

２０１８０３１５版

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち、「ゴルフ場」、「ゴルフ練習場」、「ボウリング
場」、「フィットネスクラブ」、「その他のスポーツ施設提供業務」の売上高

４

(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

総務省・経済産業省

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

②
 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

人 人 人

(就業時間換算雇用者数)

男
人

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算
日前１年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってください。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１１

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

1 会　社
2 会社以外の法人・団体

Ⅰ 3 個人経営
Ⅲ 公的資本比率

事業所 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

Ⅱ 指定管理者 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 ％

〒 －

本社・支社別
Ⅰ事業所の本社・支社別

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

Ⅲ 3 支社（支社、支店、営業所など）
〒 － 消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

年間売上高
Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち「公園，遊園地・テーマパーク業務」の年間売上高

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）

入場料及び年間入場者数等

Ⅰ Ⅰ Ⅱ
㎡

(あてはまるものを○で囲んでください。)

Ⅱ

円

Ⅲ 円 人 人

1 円 人 人

2

3 円

4

5

6

7

8

9

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

２０１８０３１５版

％
100%

その他 合計

％ ％ ％ ％ ％ ％

「公園，遊園地・テーマパーク業務」の入場料の有無
及び入場料（消費税額を含む。）

「公園，遊園地・テーマパーク業務」の
年間入場者数又は年間利用者数

そ　の　他　業　務

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

公園，遊園地・テーマパーク業務の事業従
事者数

総敷地面積、駐車場の台数及び保有施設

公　　　　園

遊　園　地

テーマパーク

公園，遊園地・
テーマパーク業務

（入場料および施設
利用料収入）

　　　　　　　　　　　　　人

注３  ： ７－Ⅰで「２　なし」と回答した事業所は、「年間利
           用者数」の欄に記入してください。

公園，遊園地・テーマパークの総敷地面積

大人

小人

区分 入場料

パスポート・
フリーパス料金等

上記以外

％ ％

そ の 他 業 務 の 内 訳

卸売・小売業務
不動産・

物品賃貸業務
宿泊・飲食サービス業

務 サービス
業務

小人

一般 団体

製造
業務

％

15　 宿泊施設
  （直営で同一敷地内の施設のみ）

年間利用者数

他の博物館相当施設

台

1　あり

（利用者に供する駐車場台数だけを記入してください。）

水族館

植物園

（　　　　　種類） ２　なし
プール

保有施設（あてはまるものすべてを○で囲んでください。）
上記以外 大人

パスポート・
フリーパス料金等11 　テニス場

12　 他のスポーツ施設 （　　　　種類）

（　　　　　種類）

注２  ： ６－Ⅰで「1　あり」と回答した事業所は、「年間入場者数」の
欄に記入してください。

年間入場者数

区分

13 　スパ

自然遊具 （　　　　　種類）

他の遊戯施設

動物園

アトラクション施設 （　　　　　種類） 10　 スケート場

大型遊具 （　　　　　種類）

14　 食堂・売店（直営）

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

５

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

人

⑤

人

人

区分 一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

パート ・
アルバイトなど

(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

人 人 人

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 公 園 ， 遊 園 地 ・ テ ー マ パ ー ク ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

２

８

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

６ ７

駐車場の台数

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②
 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

①

人 人

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

十万 万区 分

４

千億 百億 十億 億 千万 百万

その他
直営
売店

その他
直営

駐車場
その他

直営
食堂

直営
宿泊施

設平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１
年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

注１ ：入場料の設定がある場合は、「上記以外」に記入してください。

入場料の設定がなく、入場料に施設利用料金を含めた１日

パスポート券（フリーパス券）の設定だけの場合は、「パス

あてはまるものを○で囲ってください。

SA
M
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資料１ー２　別紙３の１２

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

1 会　社 十億 億 千万 百万 十万 万円

2 会社以外の法人・団体
Ⅰ 3 個人経営

本社・支社別

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 Ⅰ事業所の本社・支社別
1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

〒 － 2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）
3 支社（支社、支店、営業所など）

Ⅱ 事業所の系統
（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 1 設備メーカーの系列企業

2 設備ユーザーの系列企業

Ⅲ 3 その他（独立系）企業

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

年間売上高
Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち、「機械修理業務」、「電気機械器具修理業務」の年間売上高

Ⅲ 「●●業務」の年間売上高の業務種類別割合

Ⅴ 「●●業務」 の年間売上高の 業務種類別割合 　（ ６．Ⅳの年間売上高の内訳を割合で記入してください。）

Ⅵ 「●●業務」 の年間売上高の 契約種類別割合 　（ ６．Ⅳの年間売上高の内訳を割合で記入してください。）

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ ●●業務の事業従事者数

③ ④

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

百万 十万

２０１８０３１５版

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

万業 務 区 分

機械修理業務

万千億

６

区分 ①
個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

億 千万 百万 十万

兆

電気機械器具
修理業務

千億 百億 十億 億

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）パート ・

アルバイトなど
(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

千万 百万 十万

４

万業 務 区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

〒

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

５

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

千億 百億

百億

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

人

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 機 械 修 理 業 、 電 気 機 械 器 具 修 理 業 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

－

２

人

⑤

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 十億

有給役員

人 人 人

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数
(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

そ の
他

年間売上高
％ ％ ％

100％

業務種類
区　　  分

電 気 機 械 器 具 修 理 業 務

合 　計

十億 億 千万 百万 十万 万円

「●●業務」の発注元別年間売上高（消費税額を含む。）

電気機械
器      具

情報通信
機械器具

その他
精密機械器具
（時計を除く）

建 設 ・ 鉱 山
機 械 器 具

業務種類
区　　　分

機　　械　　修　　理　　業　　務
合
計

年間売上高
％ ％ ％ ％ ％

一般機械器具
（建設・鉱山機械

器具を除く）

輸送機械器具
（自動車・同

附属品を除く）

100％

保 守 契 約 ス ポ ッ ト そ の 他 合 計

個 人

法
人

親 会 社

親 会 社 以 外

Ⅳ

％

％ ％ ％
親 会 社

％

親会社以外
％ ％

業務種類区分 日 常 保 全 定 期 修 理

法
人千億 百億

設備単価
方　　　式

その他 合   計％
100％

％ ％
100％

100％個 人
％ ％ ％ ％ ％

契約種類区分 請負方式 人工方式
（マンアワー）

個 人
％ ％ ％ ％

100％

法
人

親 会 社
％ ％ ％ ％

100％

親会社以外
％ ％ ％ ％

100％

平成30年１月１日から１２月３１日ま
での１年間又は最も近い決算日前
１年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

あてはまるものを○で囲ってください。

注１ ： 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、 事業所で「嘱託」、 「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２ ： 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。注３ ： 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「④パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって

契約種類別割合

業務種類別割 SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１３

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額

Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
Ⅰ 十億 億 千万 百万 十万 万円

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

3 個人経営
〒 －

本社・支社別

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 Ⅰ事業所の本社・支社別

Ⅲ 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

3 支社（支社、支店、営業所など）

年間売上高 消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額含む。）」に占める計量証明業務の年間売上高

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数
Ⅱ 計量証明業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

環 境 計 量 証 明 業 務

十万 兆 千億

100%
％

２０１８０３１５版

４

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億 業 務 区 分百億 十億 千万 百万

人 人 人

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

人

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 計 量 証 明 業 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

－

２

６

区分 ①
個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

人

⑤

Ⅲ　計量証明業務の年間売上高の業務種類別割合

一 般 計 量 測 定

飲料水水質 土壌 騒音

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

業務種類
区分

年 間 売
上 高

その他

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

〒

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

５

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

千億 百億

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

合計

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）パート ・

アルバイトなど
(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

一 般 計 量 証 明 業 務

％ ％ ％ ％

万百億 十億 億

環 境 測 定 建物内測定
その他

大気

十万

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。
質量 体積 その他

作業環境測定
空気

計量証明業務

万億 千万 百万

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。

イメージ

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１４

企業の名称び所在地 経営組織及び資本金額

Ⅰ Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

3 個人経営
〒 －

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

年間売上高 年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額

Ⅲ 「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務」の

業務種類別の年間売上高
Ⅵ 貸スタジオ業務における保有スタジオ数、貸出し時間

Ⅳ 「ニュース供給業務」の収入区分別年間売上高割合

従業者数

Ⅱ

Ⅰ 企業全体の従業者数

③ ④

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

千億 百億 十億 億 千万 百万

２０１８０３１５版
対企業

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万

十万 万円

５

十億 億 千万 百万

土 地

十万 万円

有

形

固

定

資

産

機 械 ・
設 備 ・
装 置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

千億 百億

そ の 他
ルーム 時間

十億 億 千万 百万

貸 出 し 時 間

撮 影 ス タ ジ オ業 務 向け
ルーム 時間

音 楽 ス タ ジ オ業 務 向け
ルーム 時間

100%
％ ％ ％ ％ ％

Ⅴ 「配信収入」における配信先別配信収入割合

ニ ュ ー ス 供 給 業 務

その他の映
像・音声・
文字情報制
作に附帯す
るサービス
業務

貸スタジオ業務

音楽スタジオ業務

撮影スタジオ業務

ポストプロダクション業務

そ の 他

兆 千億

Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、映像・音声・文字情報制作
に附帯するサービス業務の年間売上高

区 分

建物・その他の有形固定資産

合 計

十万 万

無 形 固 定 資 産

兆 千億 百億

貸
ス
タ
ジ
オ
業
務

用 途 先 区 分 保有スタジオ

１

女

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

番号※

２
フ リ ガ ナ

企 業 の 名 称

基幹統計 ㊙
★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

人

人

人

人

人

(うち　別経営の企業
に  派 遣 し て い る 人) 事業従事者数

人

４

企 業 の 所 在 地

人

百億

事業特性調査票（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）
平 成 ３ １ 年 ６ 月 １ 日

人

人

人

人

①

人

人

人

人

企業全体の年間売上高 映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務の年間売上高

総　　計
（①～⑤の合計）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）⑤

(就業時間換算雇用者数)

人

人

人

十億 億

配　信　収　入

パート ・
アルバイトなど

常　　用　　雇　　用　　者

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

有給役員区分

男
人

総務省・経済産業省

ニ

ュ
ー

ス
供
給
業
務

％

著作権収入
％

広告収
入 ％

そ の 他

３

６

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

千万 百万 十万 万円

％

合 計 100%

配　信　先　区　分
新聞・テレビ・
ラジオ向け

通信社向け 官公庁向け 金融・証券向け その他 合  計

配信収
入

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

収 入 区
分

割 合

業 務 種 類 区 分

 総計の ほ か に 別
経営の企業から

派遣されている人

映像・音声・文字情報制作に附帯するサー
ビス業務の事業従事者数

平成30年１月１日から１２月３１日
までの１年間又は最も近い決算
日前１年間について記入してくだ
さい。

イメージ

注１ ： 「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、

事業所で「嘱託」、 「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

注２ ： 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３ ： 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「④パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の

あてはまるものを○で囲ってください。

注１ ：耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購

入手数料を含む。）を記入してください。

注２ ：過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」

を記入してください。

注３ ：「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自

動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機

附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設計・製造システム)などを

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１５

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

Ⅰ経営組織 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅰ 1 会　社
2 会社以外の法人・団体

電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 3 個人経営

Ⅱ
本社・支社別

〒 －
Ⅰ事業所の本社・支社別

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

Ⅲ 2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）
3 支社（支社、支店、営業所など）

〒 －

消費税の税込み記入

年間売上高 1 税込み 2 税抜き

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） フランチャイズ

1 フランチャイズに加盟している

2 フランチャイズに加盟していない

Ⅱ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）のうち、各種物品賃貸業務、産業用機械器具賃貸業務、事務用機械器具賃貸業務、自動車賃貸業務、スポーツ・娯楽用品賃貸業務、その他の賃貸業務の年間売上高

Ⅰ ●●業務の「レンタル年間売上高(消費税額を含む。）」、「リース年間契約高（消費税額を含む。）」

Ⅱ

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数
Ⅱ ●●業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

十億 億 千万 百万 十万 万

５

２０１８０３１５版

裏 面 に 続 く

十万 万円 兆 千億 十万 万円

７ 年間売上高、契約高 （平成３０年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。）

％

物件
区分

各種物品（Ａ）

％

リース年間契約高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

事務用機器

100%％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

100%
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合　計
自動車（Ｄ） スポーツ・

娯楽用品
（Ｅ）

その他（Ｆ）

法人向け 個人向け
映画  ・

演劇用品
音楽・映像

記録物
貸衣しょう その他

うち、代車向

各種物品（Ａ）

ｻｰﾋﾞｽ業用
機械･設備

その他の産業
用機械･設備

電子計算機･
同関連機器

●●業務の「レンタル年間売上高」、「リース年間契約高」の物件別割合

産業用機械器具（Ｂ） 事務用機械器具（Ｃ）

％ ％ ％

レンタル年間売上高
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

十億 億 千万 百万

工作機械
土木・

建設機械
医療用機器

商業用
機械･設備 通信機器

レンタル年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 百億

百億 十億 億 千万 百万 十万 万 業　　　　種　　　　名

リース年間契約高（注）

人 人 人

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

人 人

⑤

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 億 千万 百万 十万

産業機械

各種物品賃貸業務（Ａ）

産業用機械器具賃貸業務（Ｂ）

事務用機械器具賃貸業務（Ｃ）

自動車賃貸業務（Ｄ）

スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）

その他の賃貸業務（Ｆ）

業　　　　種　　　　名 兆 千億

百億 十億

基幹統計 ㊙

事 業 所 名

３

２

フ リ ガ ナ

事業特性調査票（各種物品賃貸業、産業用機械器具賃貸業、事務用機械器具賃貸業、自動車賃貸業、スポーツ・娯楽用品賃貸業、その他の賃貸業）

区分 ①
個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

★
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平
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十
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号
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に
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く
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幹
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計
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査
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象

と
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た

全

て

の

事

業

所

は

報

告
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義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

６

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

千億 百億

４

兆 千億 百億

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は
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刷

内

容

を

確

認
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て

変

更

が
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れ

ば
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訂

正
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て
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だ

さ

い

。

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）パート ・

アルバイトなど
(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

万千億

８

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。
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年間契約件数

Ⅰ－１ ●●業務のリース年間契約件数 Ⅰ－２ ●●業務のレンタル年間契約件数及びリース年間契約件数
（主たる業務が自動車賃貸業務、その他の物品賃貸業務の場合。）

　　注：調査事項「９のⅠ－１」の（Ａ）～（Ｃ）いずれかのリース年間契約件数について下欄の契約期間別に件数を記入してください。
　　　　　リース年間契約件数と契約期間別件数の合計は同じ件数になるように記入してください。　

「自動車賃貸業務（Ｄ）」の場合、下記の項目を記入してください。

Ⅰ 「自動車賃貸業務」に係る保有自動車台数 Ⅱ

「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」の場合、下記の項目を記入してください。

Ⅲ

Ⅲ－1　主な賃貸物件（主たる賃貸物件一つを○で囲んでください。） Ⅳ

Ⅲ－２ Ⅲ－３ 営業日数

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）

 記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

９

十 一

年 間 営 業 日 数
貸 出 し そ の 他

保有数量

レ
ン
タ
ル

映画・演劇用品「スポーツ・娯楽用品賃貸業務」に係る
商品保有数量及び貸出し数量

数　　　量
万 千 百 十 一

「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」の
場合、下記の項目を記入してください。賃貸物件、商品保有数量及び貸出数量、営業日数

レンタル物品の保有数量

１．スキー、
    スノーボード

２．スケート 　３．自転車 　　４．ヨット、水上バイク、
  　　 モーターボート

１０
保有数量等

契約件数
件 件 件

件 件 台 台

契　約　期　間

台

業務区分

自動車（Ｄ）

う ち 保 守 ・ 管 理 の 条 件
（義務）の ある 契約 件数 台 台

リース年間契約件数
台台

うち保守・管理・操作の条
件（義務）のある契約件数

リース年間契約件数
件

その他（Ｆ）

法人向け 個人向け
映画・

演劇用品
音楽・映像

記録物
貸衣しょう その他

うち、代車向

件 件 件 件

件 件 件 件

保 有 貸 衣 し ょ う
百

レ ン タ
ル 台

１年を超え
３年未満

３年以上
５年未満

５年以上

「自動車賃貸業務」のレンタル業務年間売上高におけるインターネットを経由して受付けた割合

　５．テント ６．その他

区
分

インターネット受付割合
％

リ ー ス
台 注：調査事項「７-Ⅰ」の「レンタル年間売上高」を１００％として、それに占める割合を記入

　　　してください。なお、割合％は、小数点以下は四捨五入して、整数で記入してください。

以下は、主たる業務が「自動車賃貸業務（Ｄ）」「スポーツ・娯楽用品賃貸業務（Ｅ）」「その他の物品賃貸業務（Ｆ）」のいずれかの場合にのみ記入してください。

総務省・経済産業省

レンタル年間契約件
数件 件 件

（主たる業務が各種物品賃貸業務、産業用機械器具賃貸業務、事務用機械器具賃貸業務の場合。）

業務区分
各種物品

賃貸業務（Ａ）

産業用機械
器具賃貸
業務（Ｂ）

事務用機械
器具賃貸
業務（Ｃ）

区 分 　音楽・映像記録物
区 分

イメージ

★表面 調査事項「６のⅡ」で記入した（Ａ）～（Ｄ）、（Ｆ）の業務のうちで、売上高が最も多い業務１つ（＝主たる業務）について、調査事項「９のⅠ－１」又は「９のⅠ-２」の（Ａ）～（Ｄ）、（Ｆ）の表のうち、該当する業務の表のみに、

主たる業務の「レンタル年間売上高」及び「リース年間契約高」に係る年間契約件数を記入してください。★「リース」については、売上高ではなく「契約高」に係る件数を記入してください。

平成３０年１２月３１日現在

で保有している自動車の

台数を記入してください。
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M
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資料１ー２　別紙３の１６

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

1 会　社
Ⅰ 2 会社以外の法人・団体

3 個人経営

本社・支社別
Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 Ⅰ事業所の本社・支社別

〒 －
1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）
2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 3 支社（支社、支店、営業所など）

Ⅲ フランチャイズ
〒 －

1 フランチャイズに加盟している
2 フランチャイズに加盟していない

年間売上高 消費税の税込み記入
Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち「学習塾」の年間売上高

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） 1 税込み 2 税抜き

７ 　　講座数、受講生数等

業務種類別　講座数、受講生数等 Ⅳ 「学習塾」の年間売上高の
収入種類別割合

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

時間 時間 時間 時間 時間 時間

注１： 夏期・冬期・春期等、期間限定の短期講習も含めて記入してください。

入会金・講座単価等
Ⅰ 入会金及び講座の1時間あたり受講料（ 消費税額を含む。）

　（あてはまるものを○で囲んでください。）

1 あり 1 あり

円 円 円 2 なし
2 なし

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

５

２０１８０３１５版

①

千億 百億

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者） (うち　別経営の事業所

に  派 遣 し て い る 人)
有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

万 百万 十万 万

学 習 塾 の
年 間 売 上 高

★
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が

1
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と
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数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨
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入

）
で

記

入
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て
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だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た
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は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を
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読

ん

で
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だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

６
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た
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務
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者
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容
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は
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。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷
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容

を
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認
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更
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。

人

⑤

人

人

区分

人 人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

パート ・
アルバイトなど

人 人

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 学 習 塾 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

４

２

１０

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

千万

Ⅲ　「学習塾」の年間売上高の
受講生区分別割合

年間延べ講座開設時間数

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②
 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

Ⅱ 学習塾の事業従事者数

年間売上
高

％

３

年 間 延 べ 受 講 生 数

個別指導方式

 小学生  中学生  高校生以上  小学生  中学生  高校生以上

講 座 数

小 学 生

収   入  区  分

入 会 金 収 入

十億 億

区                             分
集団指導方式

受講生数（在籍者数）

中 学 生

受 講 生 区
分

集
団
指
導
方
式

小 学 生

区 分 小 学 生 中 学 生 高校生以上

入 会 金 単 価

う    ち     新     規

Ⅱ　受講料の前受
金の有無

％

％

％

％

％

100%

９ インターネットを活用した指導方法
の採用の有無

８

高校生以上

中 学 生

高校生以上

合 計
そ の 他

合 計

受 講 料 収 入

教材料売上高

 年 間 売 上 高

％

％

％

％

100％

個
別
指
導
方
式

講 座 の １ 時 間
当 た り 受 講 料

集団指導方式 円/時 円/時 円/時

個別指導方式 円/時 円/時 円/時

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

あてはまるものを○で囲ってください。

注２ ：売上高は、夏期・冬期・春期等、期間限定の短期講習による売上高も含めて記入してください。

注３ ：個別指導方式とは、一人の教師が３人以下の生徒に対し個別に指導するものをいいます。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

注：インターネットを活用した

指導方法とは、インターネット

によるパソコンや携帯端末等

を用いた授業及び学習教材

注４："「受講生数(在籍者数)」は平成３０年１２月３１日現在の在籍者数を記入し、うち新規は、平成３０年１月１日以降に入会した受講生の

在籍者数を記入してください。"                                           

注５：「年間延べ受講生数」は平成３０年１月１日から１２月３１日までの延べ受講生数を業務種類別に記入してください。

注６：「年間延べ講座開設時間数」は平成３０年１月１日から１２月３１日までの延べ講座開設時間を業務種類別に記入してくださいSA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１７

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額
Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

1 会　社
Ⅰ 2 会社以外の法人・団体

3 個人経営

本社・支社別
Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 Ⅰ事業所の本社・支社別

〒 －
1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）
2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 3 支社（支社、支店、営業所など）

Ⅲ フランチャイズ
〒 －

1 フランチャイズに加盟している
2 フランチャイズに加盟していない

年間売上高 消費税の税込み記入

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） 1 税込み 2 税抜き

講座数、受講者数等 受講料及び入会金等

業務種類別　講座数、受講者数等 Ⅰ

Ⅱ入会金（ 消費税額を含む。）
人 （あてはまるものを○で囲んでください。）

前受金
人 人

1
人 人

2
時間 1　あり ２　なし

教室・施設の床面積

教室・施設の床面積

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数 Ⅱ

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

２０１８０３１５版
事業特性調査票（外国後会話教室、教養・技能教授業務（外国語会話教授業務を除く））

時間

 なし　

１０

自己所有

受 講 者 数 ・ 利 用 者 数
人

う ち 新 規

年間延べ受講者数 ・ 利用者数

外 国 語 会 話
教 授 業 務

年 間 延 べ 講 座 開 設 時 間 数

①

外国後会話教室

教養・技能教授業務（外
国語会話教授業務を除

く）

区 分 千億

７

    区                              分
教養・技能教授業務（外
国語会話教授業務を除
く ）

講 座 数

８

講座の1時間あたり受講料（ 消費税額を含む。）

円／時間

受講料収入

教 材 料
売 上 高

その他

合 計

施 設 利
用 料 収

会 費 収
入

主
た
る
業
務

あり

９

　受講料の前受金の有無
　（あてはまるものを○で囲んでください。）

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

基幹統計 ㊙

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

４

２

１１

事 業 所 の
年 間 売 上 高

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

百億 十億 億 千万 百万

３

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

６

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

人

⑤

人

人

区分

人 人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

パート ・
アルバイトなど

人 人

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者） (うち　別経営の事業所

に  派 遣 し て い る 人)
有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

万

Ⅲ　●●業務の年間売上高の
収入区分別割合

●●業務の事業従事者数

年間売上
高

％

㎡

賃      借
㎡

％

％

％

％

％

100%

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち外国後会話教室、教養・技能教授
業務（外国語会話教授業務を除く）の年間売上高

Ⅱ

収 入 区 分

入 会 金
収 入

５

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

十万 万

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年
間又は最も近い決算日前１年間について
記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

あてはまるものを○で囲ってください。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

注１ ：通信講座及び公開講座等で受講料を徴収する場合については含めてください

注２ ：提携（協力）して開催している講座及び受講料無料の講演会等については含めないで

ください

注３ ：「受講者数・利用者数」は平成３０年１２月３１日現在の会員数を記入し、うち新規は平

成３０年１月１日以降に入会した会員数を記入してください。

注４ ：「年間延べ受講者数」は平成３０年１月１日から１２月３１日までの延べ受講者数を業

務種類別に記入してください。

円

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１８

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額

Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
Ⅰ 十億 億 千万 百万 十万 万円

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番

3 個人経営
〒 －

本社・支社別

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 　　　　　）　　　　　　　　　局　　　　　　　　　番 Ⅰ事業所の本社・支社別

Ⅲ 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

3 支社（支社、支店、営業所など）

年間売上高 消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額含む。）」に占める広告業務の年間売上高

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数
Ⅱ 広告業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

百億 十億 億 千万 百万 十万

４

２０１８０３１５版

★

　

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

100%

ＳＰ　ＰＲ
催事企画

その他 合計

万業 務 区 分

広告業務

万千億

６

区分 ①
個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

②

億 千万 百万 十万 兆 千億百億 十億

★

　

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）パート ・

アルバイトなど
(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

％

年 間 売 上 高
％ ％ ％ ％ ％

屋外広告
折込み・

ダイレクトメー
ル

★

　

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

　

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

　

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

〒

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

５

★

　

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

千億 百億

新聞広告 雑誌広告 テレビ広告 ラジオ広告 交通広告
インターネット

広告

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆

人

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ 広 告 業 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

－

２

人

⑤

Ⅲ　広告業務の年間売上高の業務種類別割合

業務種類区分

％ ％ ％ ％

人 人 人

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

平成30年１月１日から１２月３１日までの１年間又は最も近い決算日前１年間について記入し
てください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

「広告業務」について下記Ⅲに記入してください。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

SA
M
PL
E



資料１ー２　別紙３の１９

事業所名及び所在地 経営組織及び資本金額

Ⅰ経営組織 Ⅱ 資本金額（又は出資金額）
Ⅰ 十億 億 千万 百万 十万 万円

1 会　社

2 会社以外の法人・団体

Ⅱ 電 話（　　　 ） 局 番

3 個人経営
〒 －

本社・支社別

（貴事業所が支社、営業所の場合には、本社の所在地を下記Ⅲの欄に記入してください。） 電 話（　　　 ） 局 番 Ⅰ事業所の本社・支社別

Ⅲ 1 単独事業所（支社、支店、営業所などを持たない事業所）

2 本社（支社、支店、営業所などを持っている本社、本店）

3 支社（支社、支店、営業所など）

年間売上高 消費税の税込み記入
Ⅰ 事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）

1 税込み 2 税抜き

Ⅱ 「Ⅰ　事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）」のうち、「デザイン業務」, 「機械設計業務」の年間売上高（消費税額を含む。）

●●業務の年間売上高の業務種類別割合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

従業者数

Ⅰ 事業所の従業者数
Ⅱ ●●業務の事業従事者数

③ ④

注１  :

注２  : 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３  :

  備　　考　（記入内容について特記すべき事項があれば記入してください。）  記入者（記入内容の照会に回答出来る人） フリガナ  報告者（代表者）の氏名

 部署名 氏名

４

万業 務 区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

②

億 千万 百万 十万

兆

マ ル チ
メディア

そ の 他

機械設計業務

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

★

あ

ら

か

じ

め

事

業

所

名

・

所

在

地

等

が

印

刷

さ

れ

て

い

る

場

合

は

印

刷

内

容

を

確

認

し

て

変

更

が

あ

れ

ば

必

ず

訂

正

し

て

く

だ

さ

い

。

事業所番号※

平 成 ３ １ 年 経 済 構 造 実 態 調 査 （ 仮 称 ）

平 成 ３１ 年 ６ 月 １ 日

臨時雇用者 （ 常用雇用
者以外の雇用者）パート ・

アルバイトなど
(うち　別経営の事業所
に  派 遣 し て い る 人)

有給役員

常　　用　　雇　　用　　者

総　　計
（①～⑤の合計）

★

割

合

を

記

入

す

る

項

目

は

合

計

が

1

0

0

%

と

な

る

よ

う

に

整

数

（
小

数

点

以

下

は

四

捨

五

入

）
で

記

入

し

て

く

だ

さ

い

。

万業 務 区 分

デザイン業務

万千億

６

個人業主 (個人経営の
事業主）及び無給の家
族従業者

★

こ

の

調

査

は

、
統

計

法

（
平

成

十

九

年

法

律

第

五

十

三

号

）
に

基

づ

く

基

幹

統

計

調

査

で

、
調

査

対

象

と

な

っ
た

全

て

の

事

業

所

は

報

告

の

義

務

が

あ

り

ま

す

。

★

※

印

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

。

★

記

入

に

当

た

っ
て

は

、
別

紙

の
「

■

■

■

■

調

査

票

記

入

注

意

」
を

必

ず

読

ん

で

く

だ

さ

い

。

１

〒

事 業 所 の 所 在 地

本 社 の 所 在 地

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、５月、６月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又は
それに近い名称で呼ばれている人をいいます。

「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間（１週間分）によって算出してください。

５

★

こ

の

調

査

票

は

、
統

計

作

成

の

目

的

以

外

に

は

使

用

さ

れ

ま

せ

ん

。
ま

た

、
調

査

の

事

務

に

従

事

す

る

者

が

調

査

の

内

容

を

他

に

漏

ら

す

こ

と

は

法

律

に

よ

り

固

く

禁

じ

ら

れ

て

お

り

ま

す

。

千億 百億

百億

人

基幹統計 ㊙
事 業 特 性 調 査 票 （ デ ザ イ ン 業 , 機 械 設 計 業 ）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名

３

－

２

人

⑤

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 十億

区分 ①

人 人 人

総務省・経済産業省

人 人

人
女

人 人 人 人 人 人

事業従事者数(就業時間換算雇用者数)

男
人 人 人 人 人

 総計の ほ か に 別
経営の事業所から
派遣されている人

一般に 正社員 、正 職 員
な ど と呼ばれている人

２０１８０３１５版

年間売上高 100%

業務種類
区　   分

機 　械 　設 　計 　業 　務
合 計

基本設計 計画設計 詳細設計
コンサル
ティング

そ の 他

年間売上高 100%

Ⅲ

業務種類
区　   分

デ　　ザ　　イ　　ン　　業　　務
合 計インダス

トリアル
グラフィック インテリア パッケージ ディスプレイ

テ キスタイ ル，

フ ァ ッ シ ョ ン

平成30年１月１日から１２月３１日までの
１年間又は最も近い決算日前１年間に
ついて記入してください。

イメージ

あてはまるものを○で囲ってください。

あてはまるものを○で囲ってくださ
い。

SA
M
PL
E
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年間売上高 年間売上高

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高 Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

％

％

％

％

％

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

従業者数 従業者数
Ⅱ ●●業務の事業従事者数

Ⅱ

事業従事者数

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

うち開発部門

システム
エンジニア

プログラマ

人 人 人

【理由】
・兼務の場合の記入困難性を考慮
・記入者負担の軽減

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜
き記入の別」と同様に消費税込み、抜きを把握するた
め

人 人 人 人

人 人 人 人

う ち 別 経 営 の 事 業 所
か ら 派 遣 さ れ て い る 人 人 人 人 人

事業従事者数
人 人 人 人

合 計

【理由】
・年間営業費用項目は、企業調査票
（甲調査）において把握。
・記入者負担の軽減

７

「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

部門区分
管理・営業

部門
企画部門

開発部門
研究員

  ユーザー
サポート

その他 合    計
ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱ プログラマ

そ の 他 の 営 業 費 用

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機 械
・装置

情報通信機器

そ の 他

減 価 償 却 費

外 注
費

国 内 に 発 注 し た 費 用

国 外 に 発 注 し た 費 用

百万十万
万
円

給 与 支 給 総 額

区 分 兆 千億百億十億 億 千万

十億

Ⅰ

十億 億 千万 百万十万万円

その他業務

兆 千億百億十億 億 千万百万十万

十万 億 千万百万十万万円

６

十億百万十万万円
年間売
上高

兆 千億百億十億 万円 兆 千億百億十億 億 千万 百億百億
年間売
上高

兆 千億百億十億 億 千万百万

４

百億

現行調査（特定サービス産業実態調査票）

億 千万百万

万円

そ

の

他

業

務

の

内

訳

製 造 業 務

情 報 通 信 業 務
（ 情報ｻｰﾋﾞｽ業務、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ附随ｻｰﾋﾞｽ業務を除く ）

卸 売 ・ 小 売 業 務

サ ー ビ ス 業 務

そ の 他 の 業 務

合
計

100%

兆 千億

情報処理・提供サービ
ス 業 務

変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（ソフトウェア業、情報処理・サービス提供業、インターネット附随サービス業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」にお
いて、企業ベースではあるが”
事業活動別の売上（収入）金額
（上位６つ＋その他）”の中で一
定把握
・記入者負担の軽減

十万万円

情　報　サ　ー　ビ　ス　業　務
インターネット附随サー
ビ ス 業 務

ソフトウェア
業 務

情報処理・提供サービ
ス 業 務

５

事 業 所 の
年間売上高

兆 千億百億十億 億 千万
事 業 所 の
年間売上高

兆 千億

新調査（事業特性調査票）

業 務 区
分

８

十億

百万十万万円 兆 千億億 千万百万十万万円 兆 千億百億億 千万

百万十万万円

業 務 区
分

情　報　サ　ー　ビ　ス　業　務
イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随
サ ー ビ ス 業 務

ソフトウェア
業 務

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、

「企業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上

（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に

係る費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設 変更区分：新設
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企業の事業形態

（主としているものを一つ○で囲んでください。）
映画・ビデオ制作業務  （制作及び配給の両者を行う企業を含む。）

映画・ビデオ・テレビ番組配給業務

年間売上高 年間売上高
企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。 Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

兆 千億 百億 十億 千万 百万 十万万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万万円 兆 千億 百億 十億 千万 百万 十万万円 千億 百億 十億 千万 百万 十万万円

％ ％ ％ ％ ％

年間営業費用及

企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

従業者数 従業者数

Ⅱ 映像情報制作・配給業務の事業従事者数

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

７

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税
抜き記入の別」と同様に消費税込み、抜きを把握す
るため

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（映像情報制作業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

３

【理由】
・営業費用は、「企業調査票(甲調
査）」”企業の主業に係る費用の項
目別内訳”等の中で把握されるため
・記入者負担の軽減

配 収 支 払 費

事業従事者数

３

テレビ番組制作業務  （テレビコマーシャル制作を行う企業を含
む。）

1

2

3

給 与 支 給 総 額

６

４

Ⅰ

企業全体の年間売
上 高

億

【理由】
・経済センサス-活動調査は、左記に該当する産
業細分類の格付けがされておらず、統計精度を
確保した抽出ができないため

事業従事者数

人

国　内

国　外

その他業
務

の 内
訳

製造業
務

Ⅱ

業務区分 映 像 情 報 制 作  ・ 配 給 業 務 そ の 他 業 務

年間売上
高

兆 億 兆 億

４

Ⅰ Ⅱ

企業全体の年間売
上 高

業務区分 映 像 情 報 制 作  ・ 配 給 業 務

億
年間売上

高

兆 億

国　内

国　外

Ⅰ

区 分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万
万
円

情報通
信

業     務

卸　 売　・
小売業務

サービス
業   務

その他
の業務

合　計

100％

制 作 費
人 件 費
その他の制作

費

配 給 権
獲 得 費

国 内

国 外

外 注 費

版権獲
得費

国 内

国 外

減 価 償 却 費

広 告 宣 伝 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機 械
・装置

情報通信機器

そ の 他

合計

その他の営業費用

７

【理由】
・兼務の場合の記入困難性を考慮
・記入者負担の軽減

「映像情報制作・配給業務」の部門別事業従事者数（別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含
む。）

Ⅱ

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握

・記入者負担の軽減

うち 別 経営 の企
業

から派遣されてい

合 計

部門区分
管理・営業

部門
企画部門 制作部門 配給部門 宣伝部門 その他

変更区分：廃止

統計精度を確保した抽出ができないため廃止

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設
変更区分：新設

平成２８年１月１日から１２月３１日ま

での１年間又は最も近い決算日前１

年間について記入してください。

平成２８年１月１日から１２月３１日ま

での１年間又は最も近い決算日前１

年間について記入してください。

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため廃止。

変更区分：廃止
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年間売上高等 年間売上高等

Ⅰ　 Ⅰ　

年間売上高の契約先産業別割合

「音声情報制作業務」の年間売上高の契約先産業別割合

従業者数 従業者数

Ⅱ 音声情報制作業務の事業従事者数

「音声情報制作業務」の部門別事業従事者数 （別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

千万 百万千億 十億
万
円

十万億

合 計

そ の 他 の 営 業 費 用

そ の 他

機
械

・ 装
置

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

情報通信機器

６

百億区 分

給 与 支 給 総 額

著 作 権 使 用 料

外 注 費

そ の 他

Ⅰ

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

制 作 費

人 件 費

７

Ⅱ

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（音声情報制作業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

４

千億百億 万円千万百万

４

企業全体の年間売上高

企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

十万十億 億

うち国内向
け

その他業
務

の   内
訳

Ⅱ

７

Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

業 務
区 分

音声情報制作業務 そ の 他 業 務

年 間
売 上

高

千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億 十億 億 千万百万十万万円

製造業
務

情報通
信
業
務

卸　 売
・

小売業
務

サービ
ス
 業
務

その他
の業務

合　 計

％ ％ ％ ％ ％
100％

十万万円

５
企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企業全体の年間売上高

千億百億十億 億 千万百万十万万円

うち国内向
け

Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業ベース
ではあるが”事業活動別の売上（収入）金額（上位
６つ＋その他）”の中で一定把握

・記入者負担の軽減

５

契約先産業
区分

建　 設
業

製　 造
業

電気･ガス
・ 熱 供 給
･ 水 道 業

情報通信
業

(同業者を
除く)

運　輸
業

郵　便
業

卸　 売
業

小　 売
業

金　 融
業

保　 険
業

不動産業
物品賃貸

業

学術研究
専 門 ・ 技

術
サ ー ビ ス

業

業 務
区 分

音声情報制作業務

年 間
売 上

高

千億百億十億 億 千万百万

％

宿  泊
業

飲食サービ
ス業

生 活 関 連
サービス業
娯 楽 業

教
育

学習支援
業

％ ％ ％

年　間　売
上　高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合　計その他の産
業

個     人

％ ％ ％ ％ ％
100%

サ ー ビス
業

公　　　務
同　　業

者

その他

人

事業従事者数

人

部門区分
管 理
部 門

企画・制作
部門

宣 伝
部 門

そ の
他

合 計

事業従事者数
人 人 人 人 人

うち別経営の企業
から派遣されている

人 人 人 人 人

変更区分：廃止

変更区分：廃止

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設
変更区分：新設

利活用の予定がないため、廃止
【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されていない。

また、３２年表からはサービス部門はＳＵＴ体系

となるため、一部業種を除いて廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。） 【理由】
・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き

記入の別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の

項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

変更区分：廃止

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の

主業に係る費用の項目別内訳”等の中で把握

されるため廃止。

・記入者負担の軽減

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企業調査票（甲調査）」

の”企業の事業活動別の売上（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。



資料１ー２　別紙４の４

１ページ

企業の事業形態
（主として発行している新聞の種類を一つ○で囲んでください。）

4 専門・業界紙

3 スポーツ紙

年間売上高等 年間売上高等

Ⅰ企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高 Ⅰ企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

年間売上高の契約先産業別割合

「新聞業務」の年間売上高の契約先産業別割合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

企業全体の年間営業費用 （ 消費税額を含む。）

従業者数 従業者数

Ⅱ 「新聞業務」の部門別事業従事者数 （別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。） Ⅱ 新聞業務の事業従事者数

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

1 一般紙　（全国紙）

2 一般紙　（地方紙） 5 その他

３

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（新聞業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

３

４

企　業　全　体　の　年　間　売　上　高

兆 百万十万万円

業 務
区 分

新 　聞 　業　 務

千億百億十億 億 千万

そ      の      他      業      務

年 間
売 上

高

兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円 兆 千億 百億 十億 億

４

企　業　全　体　の　年　間　売　上　高

兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円 千万百万十万万円

業 務
区 分

新 　聞 　業　 務

年 間
売 上

高

兆

###

百万十万万円

その他
の業務

合
計

５

契 約 先 産 業
区 分

建  設
業

製  造
業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

千億百億十億 億千万

その
他

業務
の
内
訳

製造業
務

情報通信業務 卸　売
・

小売業
務

不動産
業務

サービス
業　　務出版業

務
その他

学 術 研
究

専門・技
術

宿    泊
業

飲食サー
ビス業

生 活 関
連

サービス
業  娯

年   間   売
上   高

情 報 通 信
業

(同業者を
除 く )

運  輸
業

郵  便
業

卸  売
業

小  売
業

金  融
業

保  険
業

不 動 産
業

物 品 賃
貸 業

６

区 分 兆 千億 百億

Ⅰ

合　計
その他の産業個     人

100%

教
育

学習支
援業

サービス
業

公
務

同　業
者

そ の 他

万
円

給 与 支 給 総 額

十億 億 千万 百万 十万

外 注 費

土 地 ・ 建
物

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

そ の
他

賃
借
料

機械・
装  置

情報通信機器

その他の営業費用

電子メディ
ア 部 門

合 計

６７

事業従事者数

人うち別経営の企業
から派遣されてい
る 人

そ の
他

合 計

事業従事者数

部門区分
管理・営業

部門
編 集
部 門

製作・印刷・発
送部門

統計精度を確保した抽出ができないため廃止

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設
変更区分：新設

経済センサス-活動調査は、左記に該当する産業

細分類の格付けがされておらず、統計精度を確

保した抽出ができないため

変更区分：廃止

【理由】

・「企業調査票（甲調査）」において、企業ベー

スではあるが”事業活動別の売上（収入）金

額（上位６つ＋その他）”の中で一定把握

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止

【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門はＳ

ＵＴ体系となるため、一部業種を除いて廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の

項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企

業の主業に係る費用の項目別内訳”等の

中で把握されるため廃止。

・記入者負担の軽減

変更区分：廃止

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

企業調査票の「消費税の税込み記入・税抜き記入

の別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため
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１ページ

企業の系統

（主としているものを一つ○で囲んでください。）

年間売上高等 年間売上高等

Ⅰ企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高 Ⅰ企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高 （ 消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

％ ％ ％ ％ ％ ％

年間売上高の契約先産業別割合

「出版業務」の年間売上高の契約先産業別割合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

従業者数 従業者数

Ⅱ 「出版業務」の部門別事業従事者数 （別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。） Ⅱ 出版業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

３

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（出版業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

４

企　業　全　体　の　年　間　売　上　高

兆 百万十万万円

業 務
区 分

出　版 　業　 務

千億百億十億 億

６

４

企　業　全　体　の　年　間　売　上　高

兆 千億 十万万円

業 務
区 分

出　版 　業　 務

年 間
売 上

高

兆百万十万万円

そ      の      他      業      務

兆 千億 百億 十億 億 百億十億 億 千万百万十万万円 千万百万

５

契 約 先 産 業
区 分

建  設
業

製  造
業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

千億百億十億 億千万

100%

千万 年 間
売 上

高

兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円

学 術 研
究

専門・技
術

宿    泊
業

飲食サー
ビス業

生 活 関
連

サービス
業  娯

年   間   売
上   高

情 報 通 信
業

(同業者を
除 く )

運  輸
業

郵  便
業

卸  売
業

小  売
業

金  融
業

保  険
業

不 動 産
業

物 品 賃
貸 業

７

事業従事者数

人

６

合　計
その他の産業個     人

100%

教
育

学習支
援業

サービス
業

公
務

同　業
者

そ の 他

Ⅰ

区 分 千億 百億 十億

合 計

３

1 総合出版社 4 文学・芸術書出版社 7 児童書出版社

2 人文社会科学書出版社 5 情報・教育系出版社 8 その他

3 自然科学書出版社 6 実用書出版社

その他業
務

の 　内
訳

製造業
務

情報通
信
業

卸　売
・

小売業

不 動 産
業 務

サービ
ス
業

そ の
他

の 業

億 千万 百万 十万
万
円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

印 税 ・ 原 稿 料

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物
機
械・
装

情報通信 機器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

う ち 別 経 営 の
企 業
から派遣されて

合 計

部門区分 管理部門 営業部門
編集・製作

部門
電子メディア

部門
その他 合　　　計

事業従事者数
人

統計精度を確保した抽出ができないため廃止

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設
変更区分：新設

経済センサス-活動調査は、左記に該

当する産業細分類の格付けがされてお

らず、統計精度を確保した抽出ができ

ないため

変更区分：廃止

【理由】

・「企業調査票（甲調査）」において、企業ベー

スではあるが”事業活動別の売上（収入）金額

（上位６つ＋その他）”の中で一定把握

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止 【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門はＳ

ＵＴ体系となるため、一部業種を除いて廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の

項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。
【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”

企業の主業に係る費用の項目別内訳”

等の中で把握されるため廃止。

・記入者負担の軽減

変更区分：廃止

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】
企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の

別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため
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１ページ

年間売上高等 年間売上高等

Ⅰ　

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

従業者数 従業者数

Ⅱ 「クレジットカード業務，割賦金融業務」の部門別事業従事者数 （別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。） Ⅱ

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

百万

万円

その他業
務

の　内
訳

金融業務，保険業務
（クレジットカード業務，割賦金融業務を除く。）

卸　　売・
小売業務

その他の
業務

合　計
販 売 信 用
業 務

４

消費者金融業務

４

十万万円

４

企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）

企業全体の年間売上高

千億百億十億 億 千万百万十万

Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

十万万円

６

業 務
区 分

クレジットカード業
務，割賦金融業

務
年 間
売 上

高

千億百億

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装 置

情報通信機器
そ の

他

その他の金
融・保険業

務

% %

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（クレジットカード業，割賦金融業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業ベースで
はあるが”事業活動別の売上（収入）金額（上位６
つ＋その他）”の中で一定把握

・記入者負担の軽減

十億 億 千万

企業全体の年 間売上高

十兆 兆 千億百億十億 億 千万百万

% % % 100%

十億 億 千万百万十万万円

Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（年間取扱高）（消費税額を含む。）」に占める業務別年間

業務区分
クレジットカード業務，
割 賦 金 融 業 務

そ　　の　　他　　業　　務

年間売
上高

十兆 兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円十兆 兆 千億 百億

Ⅰ
企業全体の年間営業費用及び「クレジットカード業務，割賦金融業務」の年間営業費用
（消費税額を含む。）

区　　　　　　分
企業全体 クレジットカード業務，割賦金融業務

兆 千億百億十億 億 千万百万十万
万
円

兆 千億百億十億 億 千万百万 十万
万
円

給与支給総額

外 注 費

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建
物

機械・
装　置

情報通信機器
そ の

他
貸倒引当金繰入額

顧客・加盟店
管 理 部 門

審査部門 その他

７

金 融 費 用
その他の営業費用

合　　　　　計

Ⅱ　企業全体の過去１年間における営業用固定資
産取得額
 区        　  分 千億百億十億 億 千万百万十万万円

クレジットカード業，割賦金融
業務の事業従事者数

事業従事者数

人

７

６

合     計

事業従事者数

うち 別経営の企
業

から派遣されて

土 地

建物・その他の有形固定資産

無形固定資産

合                  計

部門区分
管理・営業部

門

変更区分：廃止

変更区分：廃止

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把
握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設

変更区分：新設

【理由】
・営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の

主業に係る費用の項目別内訳”等の中で把握さ

れるため

・営業用固定資産取得額は、企業活動基本調

査の中で一定把握されているため廃止。

・記入者負担の軽減

【理由】
・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記

入の別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため廃止。

変更区分：廃止

企業活動基本調査の中で一定把握されているため廃止。
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１ページ

年間売上高 年間売上高

Ⅰ Ⅰ

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

従業者数 従業者数

Ⅱ 「冠婚葬祭業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。） Ⅱ ●●業務の事業従事者数

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

消費税の税込み記入

1 税込み 2 税抜き

５

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜
き記入の別」と同様に消費税込み、抜きを把握するた
め

７

事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を含
む。 ）

土 地販 売 手 数 料

％

給 与 支 給 総 額

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（結婚式場業,葬儀業,冠婚葬祭互助会）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」にお
いて、企業ベースではあるが”
事業活動別の売上（収入）金額
（上位６つ＋その他）”の中で一
定把握
・記入者負担の軽減

６

新調査（事業特性調査票）

5

100%
％ ％ ％

事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。 Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

事 業 所 の 年 間 売 上 高 業 務 区 分
冠婚葬祭
業 務

そ の 他 業
務

％ ％ ％ ％ ％ ％

千億百億十億 億 千万百万十万万円

一   般
飲食店

遊   興
飲食店

宿泊業
火葬業、
火 葬 場

結 婚 相 談
業、結婚式
場 紹 介 業

その他の
サービス

業
務

年間売上高

千億百億十億 億 千万百万十万万円

億 千万百万十万万円

千億百億 十億 億 千万百万

業務区分 結　婚　式　場　業　務 葬　    儀    　業　    務
冠 婚 葬 祭 互 助 会 事 業
（手数料収入及び金利収入）

年間売上高

千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億十億

事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億百億十億 億 千万百万十万万円十万万円

業務区分 結　婚　式　場　業　務 葬　    儀    　業　    務
冠 婚 葬 祭 互 助 会 事 業
（手数料収入及び金利収入）

年間売上高

千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億十億 億 千万百万十万万円

Ⅰ

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万
万
円

その他業務
の   内   訳

運 輸 業
務

卸 売
・

小 売 業
務

不 動 産 業
務

飲 食 店 、 宿 泊 業 務 サ ー ビ ス 業 務
そ の 他

の
業
務

合 計

施 設 管 理 費

広 告 宣 伝 費

そ の 他

有
形
固
定
資

産

機械・
設備・
装  置

減 価 償 却 費

外 注 費

その他の営業費用

機 械
・装置

 情報通信機器

そ     の     他

Ⅱ

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

建物・その他の有形固定資産

情報通信機器

無 形 固 定 資 産

合　計

１級取得者

ホール担当 その他

合 計

合 計

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

Ⅲ 葬祭ディレクターの

部門別区分
企画・管理部

門
営業部門 受付

宴会・会食、サービス
司会・進行 調理 その他

８

人

事業従事者数

８

人

人

うち 別経営の事業
所

から派遣されている

事業従事者数

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、

「企業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上

（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の項目別

内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一定把握されて

いるため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

・記入者負担の軽減

変更区分：廃止
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年間売上高 年間売上高

Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。） Ⅱ 収入種類別年間売上高 Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）

Ⅱ 収入種類別年間売上高

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

従業者数 従業者数

Ⅱ 映画業務の事業従事者数

Ⅱ 「映画館業務」及び「その他業務のうち売店（直営）」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

事業従事者
数 人 人 人 人 人 人

うち 別経営の事業
所

から派遣されている 人 人 人 人 人 人

売店（直営）売上原価

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

部門別区分
映　　画　　館　　業　　務 そ の 他 業 務

管理・営業部門 出札・案内 映写 その他 合　計 売 店 （ 直 営 ）

９

給 与 支 給 総 額

施 設 管 理 費

減 価 償 却 費

上 映 映 画 料

広 告 宣 伝 費

外 注 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装置

情報通信機
器

そ の 他

千万百万十万万円

Ⅰ 事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 分 千億百億十億 億 千万百万十万
万
円

その他業
務

の 内 訳

製造業務
卸売、小売業務 不動産、

物品賃貸業
務

サービス
 業　  　務

そ の 他
の  業 務

合　計
売店(直営) そ の 他

％ ％ ％ ％ ％ ％
１００％

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

８

事　業　所　の　年　間　売　上
高

収 入 区 分 千億百億十億 億 千万百万 十万 万円

映画館業務　（入場料収入）千億百億十億 億 千万百万十万万円

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（映画館）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握

・記入者負担の軽減

５

新調査（事業特性調査票）

４

事　業　所　の　年　間　売　上
高

千億百億十億

映画館業務　（入場料収入）

千万百万十万万円

そ の 他 業 務

収 入 区 分 千億百億十億 億

億

そ の 他

有
形
固
定
資

産

機
械・
設

情報通信機器

Ⅱ

区 分 千億 億 千万 百万 十万 万円

建物・その他の有形固定資産

土 地

人

事業従事者数

９

事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を
含む。 ）

合 計

無 形 固 定 資 産

百億 十億

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、

「企業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上

（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の項目別

内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一定把握されて

いるため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止
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事業の形態等

Ⅰ 事業所の形態　（あてはまるものを１つ○で囲んでください。）

1　興行場　　2　劇団（コンサート・ツアー業を除く）　　3　コンサート・ツアー業　　4　楽団、舞踊団　　5　プロ野球球団　

6　プロサッカークラブ　　7　その他の演芸・スポーツ興行団等

年間売上高 年間売上高

Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。） Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売上高 Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。） Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売上高

千億百億十億 千万百万十万万円 千億百億十億 千万百万十万万円

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の年間営業費用（消費税額を含む。） Ⅱ

従業者数 従業者数

Ⅱ 興行場，興行団業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

人 人 人 人 人 人
うち　別経営の事
業所から派遣され

ている人 人 人 人 人 人 人 人 人

事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（消費税額を含む。）

Ⅱ  「興行場、興行団業務」及び「その他業務のうち食堂・売店（直営）」の部門別事

部門別区分

興　　　行　　　場　　　、　　　興　　　行　　　団　　　業　　　務 その他業務

管理・営業部
門

出札・案内
制  作  ・  公  演

施設 ・ 機械 その他 合 　計
食堂・売店（直

営）企  画  ・  渉  外 選  手  ・ 出 演 者

広 告 宣 伝 費 無    形    固    定    資
産外 注 費 合                        計

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

事業従事者数

機 械 ・
装 置

 情報通信機器

 そ     の     他

食堂・売店（直営）売上原価

その他の営業費用

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装  置

 情 報 通 信 機 器

選手契約料・出演契約料  そ       の        他

施 設 管 理 費 土                地

減 価 償 却 費 建物・その他の有形固定資産

事業従事者数

７

５

合 計

人 人

６

Ⅰ

区 分 千億百億十億 億 千万百万十万万円 区                       分 千億百億十億 億 千万 百万十万万円

給 与 支 給 総 額

人

その他
業務の
内訳

製造業務

卸売・小売業務 不動産業務 飲食店、宿泊業務 サービス
 業
務

そ の 他
の 業 務

合 計

売店（直営） その他 駐車場（直営） その他 食堂（直営） その他

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

###

千万百万

４

事 業 所 の 年 間 売 上 高

億

業   務   区
分 興行場、興行団業務

そ の 他 業
務

年間売上高

千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億 十億 億 千万百万 十万万円

７

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（興行場，興行団）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握

・記入者負担の軽減

６

新調査（事業特性調査票）

５

十万万円

Ⅱ Ⅱ

事 業 所 の 年 間 売 上 高
業   務   区

分 興行場、興行団業務

億

年間売上高

千億百億十億 億

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、

「企業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上

（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る

費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一

定把握されているため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

統計精度を確保した抽出ができないため廃止 経済センサス-活動調査は、左記に該当

する分類の格付けがないことから統計

精度を確保した抽出ができないため
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事業の形態（主たる事業の形態について、あてはまるものを１つ○で囲んでください。）

１　ゴルフ場 ２　ゴルフ練習場 ３　ボウリング場

６　テニス場 ７　バッティング・テニス練習場 ８　その他

年間売上高 年間売上高 Ⅱ
千億百億十億 千万百万十万万円

Ⅰ事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち、「スポーツ施設提供業務」の売上高 Ⅰ事業所全体の年間売上高（消費税額を含む。）

十万

Ⅲ スポーツ施設提供業務の業務種類別・収入種類別売上高

十万 十万 十万 十万 十万 Ⅲ ●●業務の業務種類別・収入種類別売上高

百億十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円 百億 十億 千万 百万 十万 万円

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 事業所の年間営業費用（消費税額を含む。） Ⅱ

従業者数
従業者数

Ⅱ ●●業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」のうち、「ゴルフ場」、「ゴルフ練習場」、「ボウリング場」、「フィットネスクラ
ブ」、「その他のスポーツ施設提供業務」の売上高

％ ％ ％ ％

合　計

１００％

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

利用料収入

会費収入

スクール使
用料収入

キャディフィ

その他

ボウリング場

フィットネス
クラブ

その他のスポーツ
施設提供業務

ゴルフ場 ゴルフ練習場

百億十億 億 千万百万 万円十億 億 千万百万 万円百億十億 億

フィットネスクラブ その他のスポーツ施設提供業務

億 億 億 億 億

億 千万百万十万万円

ボウリング場

業　種　名 億

ゴルフ場

ゴルフ練習場

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（スポーツ施設提供業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業ベースでは
あるが”事業活動別の売上（収入）金額（上位６つ＋
その他）”の中で一定把握

・記入者負担の軽減

新調査（事業特性調査票）

業務区分

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

区             分 兆 千億百億十億 億 千万百万十万

９

部門別区分

ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 務

６

人

事業従事者数

８

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円

千億 百億 十億 億 千万百万

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億百億十億
スポーツ施設提供
業 務

そ の 他 業 務

年間売上
高

兆 千億百億十億 億 千万百万 万円 兆 千億 百億十億 億 千万百万十万万円

人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人

人 人 人 人

人

その他業務

食堂・売店（直営）

人

人

 Ⅱ   「スポーツ施設提供業務」及び「その他業務のうち食堂・売店（直営）」の部門別事業従事者数
　    （別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

人 人 人 人 人

管理・営業部門 フ ロ ン ト 施設・機械部門 指   導   員 キ  ャ  デ  ィ そ  の  他 合　 計

事業従事者数
人

万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

施 設 管 理 費

情 報 通 信 機 器

食堂・売 店（直 営）売上原価

    合               　計

８

      区            分

無 形 固 定 資 産

事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（消費税額を含む。）

そ の 他 の 営 業 費 用

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機  械
・装置 そ の 他

十万万円

有形
固定
資産

機 械 ・ 設
備 ・ 装置

情報通信機器

そ の 他

土 地
建物・その他の有形固定資産

 

合            　計

５

５ 体 育 館

４　フィットネスクラブ

６

業　　務　　区　　分

ゴ ル フ 場 ゴ ル フ 練 習 場 ボウリング場
フィットネスクラ

ブ
そ　　　　　　　の

他

千万百万 万円百億十億 億 千万 百万 万円百億十億 億 千万百万 万円

合計

その
他

業務
の
内
訳

製造業
務

卸売、小売業務 不動産、物品賃貸業務 宿泊、飲食サービス業務 サービス業務
その他
の業務

売店
（直営）

その他
駐車場
（直営）

その他
食堂

（直営）
宿泊施設
（直営）

その他
公園、
遊園地

遊戯場 その他

利用料収入

会費収入

スクール使
用料収入

キャディフィ

その他

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企業調査票（甲調査）」

の”企業の事業活動別の売上（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用

の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一定把

握されているため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

変更区分：廃止
業種の実態をより的確に把握するため、標本設計及び集計単位について現行の産業小分類

ベースを一部細分類化するため廃止 業種の実態をより的確に把握するため、標本設計

及び集計単位について現行の産業小分類ベース

を一部細分類化するため廃止
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年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

従業者数 従業者数
Ⅱ

Ⅱ 公園，遊園地・テーマパーク業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

人 人 人
うち　 別経営の事
業所から派遣され
ている人 人 人 人 人

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（公園，遊園地・テーマパーク）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

７

    そ          の          他

食 堂  （直 営  ） 売上原価

売 店  （  直  営  ） 売上原価

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

広         告        宣        伝       費

そ の 他 の 営 業 費 用

事業従事者数
人 人

人 人 人

人

外                 注
施       設        管        理
減       価        償        却

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機   械
・装置

    情  報  通  信  機  器 合　　                 　計

人

事業従事者数

８

Ⅰ 事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区                                分 千億百億十億 億 千万百万十万
万
円

給  与 支  給 総 　額 情 報 通 信 機 器

そ     の       他

土                地
建物・その他の有形固定資産

無 形固定資産

人

合　　  　　　　　　　　 　計

Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額(消費税額を含む。)

区　　　　　　　　　分 千億 百億 十億 億 千万百万十万万円

有
形
固
定
資
産

 機械 ・
設備 ・ 装
置

「公園，遊園地・テーマパーク業務」及び「その他業務のうち食堂（直営）、売店（直営）」の部門別事業従事者数

（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

８

その他業務

食堂（直営） 売店（直営）
部門別区分

公　園　，　遊　園　地　・　テ　ー　マ　パ　ー　ク　業　務

管理・営業部門 出札・案内 現  業 その他 合　計

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る

費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一

定把握されているため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。

新設 変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。
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年間売上高 年間売上高

年間売上高の契約先産業別割合
「主たる業務」の年間売上高の契約先産業別割合

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額(消費税額を含む。)

従業者数 従業者数

Ⅱ 「主たる業務」の部門別事業従事者数 （別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）
Ⅱ ●●業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

合 計

部門別区分
管理・営業

部門
技　　　術　　　部　　　門

その他 合 計
機 械 部 門 計 装 部 門 情 報 処 理 部 門 検 査 部 門 その他部門

７

給 与 支 給 総 額
外 注 費
減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物
機
械

・装置

   情報通信機器

そ の 他

その他の営業費

電気機械器具修
理 業 務

年
間

売上
高

千億百億十億 億 千万百万十万万円千億百億十億 億 千万百万十万万円

十億 億 千万百万十万万円

事業所の年間売上高（消
費税額を含む。）

その他
業務の
内 訳

製 造 業
務

建設業
務

（設備工事を
含む）

卸売 ・
小売業

務

サ ー ビ ス業務 その他の
業
務

合　計その他の
専門サー
ビス業務

そ の 他

％ ％ ％ ％ ％ ％
100％

百億千億百億十億 億 千万百万十万万円千億

Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務

事業所の年間
売 上 高

業
務
区
分

機 械 修 理 業
務

電気機械器具修
理 業 務

その他業
務

現行調査（特定サービス産業実態調査票）

千億百億十億 億 千万百万十万万円 年
間

売上
高

十億 億 千万百万十万万円 千億 百億

変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（機械修理業，電気機械器具修理業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握
・記入者負担の軽減

５

新調査（事業特性調査票）

４

Ⅰ
事業所の年間売上高（消
費税額を含む。）

事業所の年間
売 上 高

千億百億十億 億 千万百万十万万円

Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務

業
務
区
分

機 械 修 理 業
務

Ⅰ Ⅱ

区　　　　　　　　　　　分 千億百億 十億

６

Ⅱ

教 育
学習支援

業

サ ー ビス
業

公　 務 同 業 者

億

Ⅰ 事業所の年間営業費用（消費税額を含む。）

区 分 千億百億十億 億 千万百万十万
万
円

千万百万

５

Ⅰ

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

事業従事者数
人 人 人 人 人 人 人 人

うち 別経営の
事 業 所
から派遣されて 人 人 人

事業従事者数

人人 人 人 人 人

契約先産業区分
建 設

業
製 造

業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

情報通信
業

運 輸
業

郵 便
業

卸 売
業

小 売
業

生 活 関
連 サ ー ビ

ス 業娯楽
業

年  間  売  上  高
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

金 融
業

保 険
業

不動産業
物品賃貸

業

学 術 研
究

専門・技
術

宿 泊 業
飲 食 サ ー ビ
ス 業

６

そ の 他

合 計
その他の産業個  人

％ ％ ％ ％ ％ ％
100%

無 形 固 定 資 産
 合　　　　　　　　　　 計

十万万円
有

形

固

定

資

産

機械・
設備・
装　置

情報通信機器

その他
土 地

建物・その他の有形固定資産

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企

業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上（収入）

金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る

費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一

定把握されているため廃止。

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門は

ＳＵＴ体系となるため、一部業種を除いて廃
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年間売上高 年間売上高

年間売上高の契約先産業別割合

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

従業者数 従業者数

Ⅱ 計量証明業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

合 計

学術研究
専 門 ・ 技

術
サ ー ビス

業

宿泊業
飲食サービス

業

％ ％ ％

生活関連
サービス業

娯 楽 業

教 育
学 習 支 援

業

サ ー ビ ス
業

公　 務

不 動 産 業
物 品 賃 貸

業

同 業 者

そ の 他
その他
の　産

業
個   人

その他業
務

の　 内
訳

建設業務 製造業務
卸売・小売
業　　　務

サービス
業   　務

その他
の業務

合　計

％ ％ ％ ％ ％
100%

業 務 区
分

計量証明業務

年間売上
高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

億 千万 百万 十万

年間売上高
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

５

契約先産業区分 建 設 業 製 造 業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

情 報 通 信
業

運 輸 業
郵 便 業

卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

４

企業調査票の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

事 業 従 事 者 数
人 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人 人 人 人 人

７

合                         計

そ   の   他

土               地

建物・その他の有形固定資産

無  形  固  定  資 産

合                      計

事業所の過去１年間における営業用固定資産取
得額 （ 消費税額を含む。）

Ⅱ 「計量証明業務」の部門別事業従事者数（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含
む。）

 そ       の    　  他

Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

区　　　　　  　         分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

その他の営業費用

部門別区分
管理・営業
部　　  　門

技    術    部    門

その他 合 計
一般計量測

定
環境測定

作業環境測
定

建物内測定 その他

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（計量証明業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握
・記入者負担の軽減

５

新調査（事業特性調査票）

４

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含
む。）」に占める業務別年間売上高

業 務 区
分

十億

Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含
む。）」に占める業務別年間売上高

Ⅰ 「広告業務」の年間売上高の契約先産業別

万円

計量証明業務 その他業務

年間売上
高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円 兆 千億 百億

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆

６

万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

 情 報 通 信 機 器

事業従事者数

人

100%

Ⅱ

区                      分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

６

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装  置

情報通信機器

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企

業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上（収入）

金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る

費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一

定把握されているため廃止。

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門は

ＳＵＴ体系となるため、一部業種を除いて廃
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企業の事業形態

（主としているものを一つ○で囲んでください。）

１．ニュース供給業 ４．ポストプロダクション

３．撮影スタジオ業 ６．その他

年間売上高等 年間売上高等

Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含むⅡ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高 Ⅰ 企業全体の年間売上高（消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰの「企業全体の年間売上高（消費税額を含む。）」に占める業務別年間売上高

％ ％ ％ ％ ％

年間売上高の契約先産業別割合

「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務」の年間売上高の契約先産業別割合

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 企業全体の年間営業費用（消費税額を含む。）

従業者数

従業者数

Ⅱ　「映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務」の部門別事業従事者数 （別経営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

Ⅱ 映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業務の事業従事者数

人

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

うち別経営の企業
から派遣されてい

る 人

編集部門 技術部門 製作部門 その他 合　　計

事 業 従
事 者 数

十万万円

外 注 費

給 与 支 給 総 額

情報通
信

業     務

卸　 売　・
小売業務

サービス
業     務

その他
の業務

合　計

億 千万百万十万万円

区 分 兆 千億百億十億 億 千万百万十万
万
円

兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円

100%

５．音楽スタジオ業

企　業　全　体　の　年　間　売　上
高

兆 千億百億十億 億 千万百万十万

７

合 計

賃
借
料

土 地 ・ 建 物
情 報 通 信 機 器

５

契 約 先 産 業
区 分

建  設
業

製  造
業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

６

２．貸スタジオ

その他業
務

の  内  訳

製造業
務

そ の 他

機械
・ 装
置

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

新調査（事業特性調査票）

４

万円

４

企　業　全　体　の　年　間　売　上
高そ　　の　　他　　業　　務

兆 千億 百億 十億 億 千万

業 務
区 分

映像・音 声・ 文字 情報 制作
に 附 帯 す る サ ー ビ ス 業 務

年 間
売 上

高

兆 千億百億十億百万

３

そ の 他 の 営 業 費 用

事業従事者数

人

６

部門区分
管理・営業

部門

合　計
その他の産業個     人

100%

教
育

学習支
援業

サービス
業

公
務

同　業
者

そ の 他

３

兆 千億百億十億 億 千万

業 務
区 分

映像・音 声・ 文字 情報 制作
に 附 帯 す る サ ー ビ ス 業 務

年 間
売 上

高

百万十万万円

減 価 償 却 費

宿    泊
業

飲食サー
ビス業

生 活 関
連

サービス
業  娯

年   間   売
上   高

情 報 通 信
業

(同業者を
除 く )

運  輸
業

郵  便
業

卸  売
業

小  売
業

金  融
業

保  険
業

不 動 産
業

物 品 賃
貸 業

学 術 研
究

専門・技
術

統計精度を確保した抽出ができないため廃止

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

経済センサス-活動調査は、左記に該

当する産業細分類の格付けがされてお

らず、統計精度を確保した抽出ができ

ないため

変更区分：廃止

【理由】

・「企業調査票」において、企業ベース

ではあるが”事業活動別の売上（収入）

金額（上位６つ＋その他）”の中で一定

把握

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止 【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門はＳ

ＵＴ体系となるため、一部業種を除いて廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る費用の項

目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲
調査）」”企業の主業に係る費用

の項目別内訳”等の中で把握さ

れるため。

・記入者負担の軽減

変更区分：廃止

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】
企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の

別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため
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年間売上高 年間売上高

％ ％ ％ ％ ％

年間売上高の契約先産業別割合

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

従業者数 従業者数
Ⅰ 「主たる業務」の部門別事業従事者数　（ 別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。 ） ●●業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（物品賃貸業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握
・記入者負担の軽減

６

新調査（事業特性調査票）

５

万円

事業所の年間売上高
兆 千億百億十億 億 千万百万十万

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

うち 別経営の事業所
から派遣されている人 人 人 人 人

減 価 償 却 費

６

区 分

貸 与 資 産 原 価

資 金 原 価

％ ％ ％

教
育

学習支
援業

サービス業公  　務 同 業 者

そ の 他

その他の産業個  人
合　計

その他
の業務

合　計

100％

千億百億十億

８

％

リース年間契約高
％ ％ ％ ％ ％

兆 千億 百億十億 億 千万百万十万万円

百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

十億 億 千万百万十万
万
円

％ ％ ％ ％

％ ％ ％

給 与 支 給 総 額

事業従事者数

人

８

部門区分 管理・営業部門
保守・管理・操作

部門
その他 合　　　計

事業従事者数
人 人 人 人

７

兆 千億百億十億 億 千万百万十万
万
円

リース投資資産原

賃
借

料

土 地 ・ 建 物

合 計

そ の 他

その他の営業費

機 械
・装置

情報通信機器

区 分 兆 千億 百億

そ の 他

有

形

固

定

資

産

リース投資資産

情 報 通 信 機 器

土 地

機械・
設備・
装  置

レンタル・リース物件

無 形 固 定 資 産

建物・その他の有形固定資産

Ⅲ 事業所の過去１年間におけるリース投資資産取得額
区 分 兆 千億 百億十億 億 千万百万十万

万
円

合 計

契約先産業区分 建 設 業 製 造 業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

情 報 通
信 業

運 輸 業
郵 便 業

卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

不 動 産 業
物品賃 貸業
（同業者を除
く ）

学術研究
専門・技術
サービス業

宿 泊 業
飲食

サービス
業

生 活 関
連

サービス
業

娯 楽 業

レンタル年間売上高
％ ％ ％ ％ ％ ％

100%
％ ％ ％ ％ ％ ％

100%
％ ％ ％ ％ ％ ％

万円

　各種物品賃貸業務(＊)          自動車賃貸業務 　                 

　産業用機械器具賃貸業務      スポーツ・娯楽用品賃貸業務    

　事務用機械器具賃貸業務      その他の物品賃貸業務            

そ の 他
業 務
の 内 訳

製造業務
卸   売  ・
小売業務

金   融  ・
保険業務

サービス
 業      務

物　　　品　　　賃　　　貸　　　業　　　務
　　　　　　　　　区　　　　　分 兆 千億百億十億 億 千万百万十万万円 　　　　　　　　　　 区　　　　分

その他業務
兆 千億 百億 十億 億 千万百万十万

　事務用機械器具賃貸業務      その他の物品賃貸業務            

十億 億 千万百万十万万円億 千万百万十万万円 千億百億

物　　　品　　　賃　　　貸　　　業　　　務
　　　　　　　　　区　　　　　分 兆 　　　　　　　　　　 区　　　　分 兆

　各種物品賃貸業務(＊)          自動車賃貸業務 　                 

　産業用機械器具賃貸業務      スポーツ・娯楽用品賃貸業務    

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳

（％）」は、「企業調査票（甲調査）」の”企業の

事業活動別の売上（収入）金額”の中で、一定

把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係

る費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で

一定把握されているため廃止。

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門は

ＳＵＴ体系となるため、一部業種を除いて廃
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年間売上高 年間売上高

Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。） Ⅱ Ⅰ 事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）

Ⅱ

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（ 消費税額を含む。)

従業者数 従業者数

Ⅱ 学習塾業務の事業従事者数
Ⅱ 「学習塾業務」の部門別事業従事者数 （別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

億

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（学習塾）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握

・記入者負担の軽減

６

新調査（事業特性調査票）

５

事業所の年間売上高

千億百億十億万円

学習塾
千万百万十万万円

そ の 他 業 務

収 入 区 分 千億百億十億

５

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

９

事業所の年間売上高
収 入 区 分 千億百億十億 億 千万百万 十万 万円

学習塾業務千億百億十億 億 千万百万十万

万円

情報通信業務 卸・小売業務

給 与 支 給 総 額

その他業
務

の 内 訳

製造業務
不動産、

物品賃貸業
務

サービス
 業　  　務

そ の 他
の  業 務

合　計

％ ％ ％ ％ ％ ％
１００％

人

１０

警 備 費

減 価 償 却 費

その他の営業費

億 千万百万十万

人

事業従事者数

１０

事業従事者数 人 人 人 人 人

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売

Ⅰの「事業所の年間売上高（ 消費税額を含む。）」に占める業務別売

区分 千億百億十億 億 千万百万十万万円

Ⅰ

  区                       分千億 百億 十億 億 千万百万十万万円

広 告 宣 伝 費

外注費（教材購入費を含む。）

賃
借
料

土地・建物

機械
・装置

 情報通信機器

そ の 他

土         地
建物・その他の有形固定資産

機械・
設備・
装 置

情 報 通 信 機 器

合                      　計

部門別区分
管理・営業部

門
講  　師

警備員 その他 合      計
専任（月給制） 非専任（時給制）

合                                  計

人 人

Ⅱ

うち  別経営の事業所
から派遣されている人

人 人 人 人

無 形 固 定 資 産

有形
固定
資産

   そ    の     他

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企

業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上（収入）

金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る

費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一

定把握されているため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止
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  本社・支社別
Ⅱ 事業所の事業形態

1　音楽 4 そろばん

2 書道 5 外国語会話

3 生花・茶道 6 スポーツ・健康

年間売上高 年間売上高

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額（ 消費税額を含む。)

従業者数 従業者数

Ⅱ

Ⅱ ●●業務の事業従事者数

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

Ⅱ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

有
形
固
定
資
産

 機械 ・
 設備 ・
 装　置

区　　　　　　分 千億 百億 十億 億 千万百万十万

無 形 固 定 資 産

建物・その他の有形固
定資産

土 地

そ の 他

情 報 通
信 機 器

万円

事業従事者数

うち 別経営の事業所
から派遣されている人

合                                  計

その他の営業費
用

機
械

・ 装
置

  情 報 通 信 機 器

  そ       の       他

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

減 価 償 却 費

外 注 費

   食堂 ・  売店  （直営）
売上原価

光 熱 ・ 水 道 料

広 告 宣 伝 費

教 材 作 成 費

講 師 謝 礼

十億 億

外 国 語 会 話
教 授 業 務

その他の教養・
技 能 教 授 業 務

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億百億十億 億 千万百万十万万円

千億百億十億 億 千万百万十万

                                        教  養  ・  技  能  教  授  業  務

その他の教養・
技能教授業務

その他業
務

    区                分 千億百億十億 億 千万百万十万万円

給 与 支 給 総 額

万円

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（教養・技能教授業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握

・記入者負担の軽減

６

新調査（事業特性調査票）

５

３

教
養
・
技
能
教
授
業
務

カ ル チ ャ
ー セ ン タ
ー 業 務

外国語会話
教 授 業 務

千万百万十万

7 カルチャーセンター

8 家庭教師

9 その他

事 業 所 の 年 間 売 上 高

千億百億十億

収　入　区　分

１０

人

事業従事者数

１１

５

万円

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

部門別区分 講師・インストラクター
その他 合      計

専任（月給制） 非専任（時給制）

「教養・技能教授業務」及び「その他業務のうち食堂・売店（直営）」の部門別事業従事者数 （別経営の事
業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

１１

億 千万百万十万万円

管理・営業
部門

収　入　区　分 千億百億

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企業調査票（甲調査）」の”企業の

事業活動別の売上（収入）金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係る

費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で一

定把握されているため廃止。

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

業種の実態をより的確に把握するため、標本設計及び集計単位について現

行の産業小分類ベースを一部細分類化するため廃止 業種の実態をより的確に把握するため、標本設計

及び集計単位について現行の産業小分類ベース

を一部細分類化するため廃止
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年間売上高 年間売上高

年間売上高の契約先産業別割合

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

従業者数 従業者数

Ⅱ 広告業務の事業従事者数

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

人 人

６

万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

媒 体 費

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装 置

 情 報 通 信 機 器

 そ       の    　  他

Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

区　　　　　  　         分 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
100%

Ⅱ

％ ％ ％

生活関連
サービス業

娯 楽 業

教 育
学 習 支 援

業

サ ー ビ ス
業

公　 務 同 業 者

そ の 他
その他
の　産

業
個   人

Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含
む。）」に占める業務別年間売上高

Ⅰ 「広告業務」の年間売上高の契約先産業別

契約先産業区分 建 設 業 製 造 業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

情 報 通 信
業

運 輸 業
郵 便 業

卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

不 動 産 業
物 品 賃 貸

業

学術研究
専 門 ・ 技

術
サ ー ビス

業

宿泊業
飲食サービス

業

万円

その他業務
の   内   訳

情       報
通信業務

卸売・小売
業        務

サービス
業     務

その他の
業　　務

合　計

％ ％

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

Ⅱ

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（広告業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握
・記入者負担の軽減

５

新調査（事業特性調査票）

４

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

Ⅱ Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含
む。）」に占める業務別年間売上高

業 務 区
分

７

合                         計

そ     の     他

土               地

建物・その他の有形固定資産

無  形  固  定  資 産

合                      計

事業所の過去１年間における営業用固定資産取
得額 （ 消費税額を含む。）

Ⅱ  「広告業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を

その他の営業費用

区                      分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

有形
固定
資産

機
械・
設

情報通信機器

部門区分

４

企業調査票(甲調査)の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

管理部門 営業部門 媒体部門 制作部門
調査・企画  ・

 マーケティング部門
ＳＰ ・ ＰＲ ・
そ  の  他 合　計

事業従事者数
人 人 人 人 人 人 人

う ち 別 経 営 の 事
業 所
から派遣されている 人 人 人 人 人

広告業務 その他業務

年間売上高
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

５

年間売上
高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

％ ％
100%

万円

合 計

Ⅰ 事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事 業 所 の
年 間 売 上 高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

６

事業従事者数

人

業 務 区
分

広告業務

年間売上
高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企

業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上（収入）

金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係

る費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で

一定把握されているため廃止。

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されてい

ない。また、３２年表からはサービス部門は

ＳＵＴ体系となるため、一部業種 を除いて廃
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年間売上高 年間売上高

事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

事業所の年間売上高（消費税額を含む。）

Ⅱ   Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」
 　　 に占める業務別年間売上高

Ⅱ   Ⅰの「事業所の年間売上高（消費税額を含む。）」
 　　 に占める業務別年間売上高
千億百億十億 千万百万十万万円 千億百億十億 千万百万十万万円

千億百億十億 千万百万十万万円 千億百億十億 千万百万十万万円 千億百億十億 千万 百万十万万円

％ ％ ％ ％ ％

年間売上高の契約先産業別割合
「主たる業務」の年間売上高の契約先産業別割合

年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額

事業所の年間営業費用（消費税額を含む。） 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額(消費税額を含む。)

従業者数 従業者数

Ⅱ 「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

Ⅱ ●●業務の事業従事者数

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

消費税の税込み記入

税込み 税抜き

合 計
その他の産業個  人

％ ％ ％ ％ ％ ％
100%

生 活 関
連 サ ー ビ

ス 業娯楽
業

年  間  売  上  高
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

金 融
業

保 険
業

不動産業
物品賃貸

業

学 術 研
究

専門・技
術

宿 泊 業
飲 食 サ ー ビ
ス 業

５

Ⅰ

契約先産業区分
建 設

業
製 造

業

電気･ガ
ス

・熱供給
･水道業

情報通信
業

運 輸
業

郵 便
業

卸 売
業

小 売
業

６

Ⅱ

教 育
学習支援

業

サ ー ビス
業

公　 務 同 業 者

億 千万百万

そ の 他

十万万円

事業従事者数
うち 別経営の事業所
から派遣されている人

Ⅰ

区　　　　　　　　     分 兆 千億

給 与 支 給 総 額
外 注 費
減 価 償 却 費

賃
借
料

土地・建物
情報通信機器

そ の
   そ の 他 の 営 業 費 用

  合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　　　　分 千億百億 十億

６

無 形 固 定 資 産
 合　　　　　　　　　　 計

有
形
固
定
資

産

十万 万円

業務区分 デ　ザ　イ　ン　業　務 機　械　設　計　業　務

年間売上高
兆 億 兆 億

Ⅰ

事 業 所 の
年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

業務区分 デ　ザ　イ　ン　業　務 機　械　設　計　業　務 そ の 他

年間売上高
兆 億 兆 億 兆 億

４

企業調査票（甲調査）の「消費税の税込み記入・税抜き記入の
別」と同様に消費税込み、抜きを把握するため

デ　　ザ　　イ　　ン　　業　　務
合 計

機　 械 　設 　計 　業 　務

合 計

管　　理・
営業部門

インダス
トリアル

グラフィック インテリア パッケージ

管   理  ・
営業部門

機 械 系 電 気 系 そ の 他

その他

機械・
設備・
装　置

情報通信機器

その他
土 地

建物・その他の有形固定資産

事業従事者数

人

現行調査（特定サービス産業実態調査票） 変更区分と理由

年間売上
高 100%

部 門 区 分
ディスプレイ

テ キ ス タ イ
ル ，

マルチ
メディア

７

機 械
・ 装 置

百億十億 億 千万百万十万 万円

経済構造実態調査（仮称）　事業特性調査票（デザイン業、機械設計業）　の新旧対照表（案）
２０１８０３１５版

【理由】
・「企業調査票（甲調査）」において、企業
ベースではあるが”事業活動別の売上
（収入）金額（上位６つ＋その他）”の中で
一定把握

・記入者負担の軽減

５

新調査（事業特性調査票）

４

その他業務
の   内   訳

建設業務 製造業務
卸　　売・
小売業務

サービス業
務

その他
の業務 合 計

Ⅰ

事 業 所 の
年間売上高

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

「その他業務の売上高」と「その他業務の内訳（％）」は、「企

業調査票（甲調査）」の”企業の事業活動別の売上（収入）

金額”の中で、一定把握されるため廃止。

変更区分：廃止

営業費用は、「企業調査票(甲調査）」”企業の主業に係

る費用の項目別内訳”等の中で把握されるため廃止。

営業用固定資産取得額は、企業活動基本調査の中で

一定把握されているため廃止。

変更区分：廃止

変更あり：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

変更区分：一部変更

（現行調査のオレンジ色枠内のみ継続して把握。）

あてはまるものを○で囲っ
てください。新設

変更区分：新設

【理由】

・兼務の場合の記入困難性を考慮

・記入者負担の軽減

利活用の予定がないため、廃止

【理由】

・営業費用は、「企業調査票(甲調

査）」”企業の主業に係る費用の項目

別内訳”等の中で把握されるため。

・営業用固定資産取得額は、企業活

動基本調査の中で一定把握されてい

るため。

変更区分：廃止

【理由】
・延長産業連関表の推計では利用されていな

い。また、３２年表からはサービス部門はＳＵＴ

体系となるため、一部業種を除いて廃止。
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経済構造実態調査（仮称）
事業特性調査　業種別集計事項一覧（全国表）

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17
391 392 401 411 412 413 414 416 643 701 702 703 704 705 709 726 731

01 経営組織 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

02 事業形態 ○

03 事業所の系統 ○

04 資本金規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

05 単独事業所・本社・支社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

06 従業者規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

07 事業従事者規模（常用雇用者規模） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

08 （主業）事業従事者規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

09 年間売上高規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 専業割合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 加盟店数規模 ○

12 個人会員数規模 ○

13 フランチャイズ加盟 ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 映画館の系列

15 映画館の公開形態

16 公的資本比率

01 事業所数（企業数） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

02 事業所数（単独事業所・本社・支社） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

03 事業所数（企業数）（年間営業用固定資産取得事業所） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

04 従業者数（男女別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

05 従業者数（男女別）（雇用形態別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

06 別経営の事業所（企業）から派遣されている人（男女別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

07 事業従事者数（男女別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

08 （主業）事業従事者数  ※１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

09 年間売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 年間売上高（業務別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 （主業）年間売上高（業務種類別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 （主業）年間売上高（契約先産業別） ○ ○ ○

13 （主業）年間売上高（収入種類（収入区分）別） ○ ○

14 営業用固定資産取得額 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 営業用固定資産取得額（項目別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 【経営組織別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 【資本金規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○

18 【従業者規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○

19 【（主業）事業従事者規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○

20 【専業割合別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○

21 【年間売上高規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○ ○

22 【事業形態別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高 ○

23 １単位当たり従業者数・年間売上高等　（別紙6   1．業種共通事項） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 業種特性事項　（別紙6  2．業種特性事項） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

表
頭

表
側

区分／業種

ソフト
ウェア業

情報処
理・提供
サービス

業

インター
ネット附
随サー
ビス業

映像情
報制作・
配給業

音声情
報制作

業

新聞業 出版業 映像・音
声・文字
情報制
作に附
帯する

サービス
業

クレジッ
トカード
業，割賦
金融業

各種物
品賃貸

業

産業用
機械器
具賃貸

業

事務用
機械器
具賃貸

業

自動車
賃貸業

スポー
ツ・娯楽
用品賃
貸業

その他
の物品
賃貸業

デザイン
業

広告業
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18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35
743 745 7961 7962 7963 801 802 8043 8044 8045 8048 804* 805 823 8245 824* 901 902

01 経営組織 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

02 事業形態

03 企業（事業所）の系統 ○ ○

04 資本金規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

05 単独事業所・本社・支社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

06 従業者規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

07 事業従事者規模（常用雇用者規模） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

08 （主業）事業従事者規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

09 年間売上高規模 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 専業割合 ○ ○ ○ ○

11 加盟店数規模

12 個人会員数規模

13 フランチャイズ加盟 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 映画館の系列 ○

15 映画館の公開形態 ○

16 公的資本比率 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

01 事業所数（企業数） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

02 事業所数（単独事業所・本社・支社） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

03 事業所数（企業数）（年間営業用固定資産取得事業所）

04 従業者数（男女別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

05 従業者数（男女別）（雇用形態別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

06 別経営の事業所（企業）から派遣されている人（男女別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

07 事業従事者数（男女別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

08 （主業）事業従事者数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

09 年間売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 年間売上高（業務別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 （主業）年間売上高（業務種類別） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 （主業）年間売上高（契約先産業別）

13 （主業）年間売上高（収入種類（収入区分）別） ○ ○ ○ ○

14 営業用固定資産取得額

15 営業用固定資産取得額（項目別）

16 【経営組織別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 【資本金規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○

18 【従業者規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○

19 【（主業）事業従事者規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○

20 【専業割合別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○

21 【年間売上高規模別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高（・リース年間契約高） ○

22 【事業形態別】事業所数（企業数）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 １単位当たり従業者数・年間売上高等（別紙6   1．業種共通事項） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 業種特性事項　　（別紙6  2．業種特性事項） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

表
頭

区分／業種

表
側

葬儀業機械設
計業

計量証
明業

結婚式
場業

冠婚葬
祭互助

会

映画館 興行場
（別掲を
除く），
興行団

ゴルフ場 公園，
遊園
地

ゴルフ練
習場

ボウリン
グ場

フィット
ネスクラ

ブ

その他
のス

ポーツ
施設提
供業

学習塾 外国語
会話教
授業

教養・技
能教授
業（外国
会話教
授業は
除く）

機械修
理業（電
気機械
器具を
除く）

電気機
械器具
修理業
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１．業種共通事項
　【１単位当たり従業者数・年間売上高等】

１事業所（企業）当たり従業者数
１事業所（企業）当たり（主業）事業従事者数
１事業所（企業）当たり年間売上高
１事業所（企業）当たり（主業）年間売上高
従業者１人当たり年間売上高
（主業）事業従事者１人当たり（主業）年間売上高

２．業種特性事項

411映像情報制作・配給業
01 アニメーション作品による収入額
02 インターネット配信に係るロイヤリティ収入額
03 映画制作本数・配給本数
04 テレビ番組制作本数・配給本数
05 ビデオ制作本数・発売本数

412音声情報制作業
01 販売枚数規模別レコード販売収入額
02 レコード販売収入に占める音楽配信収入額
03 著作権使用料収入及び著作隣接権収入に占める音楽配信収入額
04 音楽ソフト年間生産数量（音源数・タイトル数）
05 保有する総音源数
06 制作したラジオ番組の番組区分別年間総時間

413新聞業
01 新聞発行種類別の発行種類数
02 新聞業務に係る電子メディアへの配信状況別の企業数

414出版業
01 書籍新刊発行点数及び発行部数
02 雑誌発行銘柄数及び発行部数
03 返品率
04 出版業務における国内・国外別のロイヤリティ収入額

416映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業
01 ニュース供給業務の収入区分別年間売上高
02 配信収入における配信先別配信収入額
03 保有スタジオ数・貸出し時間

643クレジットカード業，割賦金融業
01 １企業当たり加盟店数
02 １企業当たりクレジットカード発行枚数
03 １企業当たりクレジットカード営業収入額
04 【会社系統別】企業数・従業者数・事業従事者数・（主業）事業従事者数・加盟店数・クレジットカード発行枚数・年間売上高（業務別）及び営業収入額
05 （主業）年間売上高（業務種類別）（会社系統別）
06 取扱残高
07 取扱残高（項目別）
08 取扱残高（項目別）（会社系統別）
09 クレジットカード業務，割賦金融業務による営業収入額
10 クレジットカード業務，割賦金融業務による営業収入額（項目別）
11 クレジットカード業務，割賦金融業務による営業収入額（項目別）（会社系統別）
12 自社クレジットカードによる販売信用業務における産業別信用供与額
13 自社クレジットカードによる販売信用業務における産業別信用供与額（会社系統別）
14 産業別自社開拓加盟店数
15 産業別自社開拓加盟店数（会社系統別）
16 クレジットカード会員数
17 年会費別のクレジットカード種類及び発行枚数
18 自社において発行しているクレジットカード発行枚数及び産業別提携先企業数
19 自社において発行しているクレジットカード発行枚数及び産業別提携先企業数（会社系統別）
20 （主業）年間営業費用
21 （主業）年間営業費用（項目別）

701各種物品賃貸業
01 １事業所当たりリース年間契約高
02 （主業（リース））事業従事者１人当たりリース年間契約高
03 １事業所当たりリース年間契約件数
04 １事業所当たりリース年間契約件数（うち、保守・管理・操作の条件のある件数）
05 １事業所当たりリース年間契約件数（契約期間別）
06 事業所数（リース投資資産取得事業所）
07 （主業（リース））事業従事者数
08 リース年間契約高
09 リース年間契約高（物件別）
10 リース年間契約高（契約先産業別）
11 レンタル年間売上高
12 レンタル年間売上高（物件別）
13 レンタル年間売上高（契約先産業別）
14 リース年間契約件数
15 リース年間契約件数（うち、保守・管理・操作の条件のある件数）
16 リース年間契約件数（契約期間別）
17 リース投資資産取得額

702産業用機械器具賃貸業
01 １事業所当たりリース年間契約高
02 （主業（リース））事業従事者１人当たりリース年間契約高
03 １事業所当たりリース年間契約件数
04 １事業所当たりリース年間契約件数（うち、保守・管理・操作の条件のある件数）
05 １事業所当たりリース年間契約件数（契約期間別）
06 事業所数（リース投資資産取得事業所）
07 （主業（リース））事業従事者数
08 リース年間契約高
09 リース年間契約高（物件別）
10 リース年間契約高（契約先産業別）
11 レンタル年間売上高
12 レンタル年間売上高（物件別）
13 レンタル年間売上高（契約先産業別）
14 リース年間契約件数
15 リース年間契約件数（うち、保守・管理・操作の条件のある件数）
16 リース年間契約件数（契約期間別）

業種・集計項目名称



別紙６

4 / 5 ページ

17 リース投資資産取得額
703事務用機械器具賃貸業

01 １事業所当たりリース年間契約高
02 （主業（リース））事業従事者１人当たりリース年間契約高
03 １事業所当たりリース年間契約件数
04 １事業所当たりリース年間契約件数（うち、保守・管理・操作の条件のある件数）
05 １事業所当たりリース年間契約件数（契約期間別）
06 事業所数（リース投資資産取得事業所）
07 （主業（リース））事業従事者数
08 リース年間契約高
09 リース年間契約高（物件別）
10 リース年間契約高（契約先産業別）
11 レンタル年間売上高
12 レンタル年間売上高（物件別）
13 レンタル年間売上高（契約先産業別）
14 リース年間契約件数
15 リース年間契約件数（うち、保守・管理・操作の条件のある件数）
16 リース年間契約件数（契約期間別）
17 リース投資資産取得額

704自動車賃貸業
01 １事業所当たりリース年間契約高
02 １事業所当たりリース年間契約高（法人向け・個人向け別）
03 （主業（リース））事業従事者１人当たりリース年間契約高
04 １事業所当たりリース年間契約件数
05 １事業所当たりリース年間契約件数（法人向け・個人向け別）
06 １事業所当たりリース年間契約件数（法人向け・個人向け別（うち、保守・管理の条件のある契約件数））
07 １事業所当たりレンタル年間契約件数
08 １事業所当たりレンタル年間契約件数（法人向け・個人向け別）
09 １事業所当たりレンタル年間契約件数（法人向けのうち、代車向け）
10 １事業所当たりレンタル年間売上高
11 １事業所当たりレンタル年間売上高（法人向け・個人向け別）
12 １事業所当たりレンタル年間売上高（法人向けのうち、代車向け）
13 １事業所当たり自動車保有台数（レンタル・リース別）
14 事業所数（リース投資資産取得事業所）
15 （主業（リース））事業従事者数
16 リース年間契約高
17 リース年間契約高（契約先産業別）
18 リース年間契約高（法人向け・個人向け別）
19 レンタル年間売上高
20 レンタル年間売上高（契約先産業別）
21 レンタル年間売上高（法人向け・個人向け別）
22 レンタル年間売上高（法人向けのうち、代車向け）
23 リース年間契約件数
24 リース年間契約件数（法人向け・個人向け別件数）
25 リース年間契約件数（法人向け・個人向け別（うち、保守・管理の条件のある件数））
26 レンタル年間契約件数
27 レンタル年間契約件数（法人向け・個人向け別）
28 レンタル年間契約件数（法人向けのうち、代車向け件数）
29 リース投資資産取得額
30 レンタル・リースに係る自動車保有台数
31 レンタルの年間売上高におけるインターネットを経由して受付けた割合及び年間受付額

705スポーツ・娯楽用品賃貸業
01 １事業所当たりリース年間契約高
02 （主業（リース））事業従事者１人当たりリース年間契約高
03 １事業所当たり年間営業日数
04 １事業所当たり保有数・貸出し数・年間営業日数（物件別）
05 事業所数（リース投資資産取得事業所）
06 （主業（リース））事業従事者数
07 リース年間契約高
08 リース年間契約高（契約先産業別）
09 レンタル年間売上高
10 レンタル年間売上高（契約先産業別）
11 リース投資資産取得額
12 商品保有数・貸出し数（物件別）

709その他の物品賃貸業
01 １事業所当たりリース年間契約高
02 （主業（リース））事業従事者１人当たりリース年間契約高
03 １事業所当たりレンタル年間契約件数
04 １事業所当たりレンタル年間売上高
05 １事業所当たりレンタル年間売上高（物件別）
06 １事業所当たりレンタル年間契約件数（物件別）
07 １事業所当たりレンタル物品保有数
08 １事業所当たりレンタル物品保有数(物件別）
09 事業所数（リース投資資産取得事業所）
10 （主業（リース））事業従事者数
11 リース年間契約高
12 リース年間契約高（物件別）
13 リース年間契約高（契約先産業別）
14 レンタル年間売上高
15 レンタル年間売上高（物件別）
16 レンタル年間売上高（契約先産業別）
17 リース年間契約件数
18 リース年間契約件数（物件別）
19 レンタル年間契約件数
20 レンタル年間契約件数（物件別）
21 リース投資資産取得額
22 レンタル貸与物品保有数
23 レンタル貸与物品保有数（物件別）

796冠婚葬祭業（葬儀業,結婚式場業,冠婚葬祭互助会）
01 葬祭ディレクター数
02 挙式・披露宴年間取扱件数
03 挙式・披露宴年間取扱件数（うち冠婚葬祭互助会活用件数）
04 年間挙式取扱件数（形態別）
05 年間披露宴取扱件数（費用規模別）
06 年間披露宴取扱件数（単価規模別）
07 年間葬儀取扱件数
08 年間葬儀取扱件数（うち冠婚葬祭互助会活用件数）
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09 年間葬儀取扱件数（費用規模別）
801映画館

01 【系列（系統）別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
02 【公開形態別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
03 【立地別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
04 【併設施設別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
05 【開設年別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
06 【開設年別】事業所数（公開形態別）・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高・（主業）年間売上高（ネット経由受付分）
07 【スクリーン数規模別】事業所数（公開形態別）・従業者数・事業従事者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高・施設
08 事業所数（開設年別）（立地環境別）
09 スクリーン数・施設・入場者数及び公開本数
10 インターネットを経由して受付した年間売上高

802興行場（別掲を除く），興行団
01 １事業所当たり平均入場可能定員数
02 【運営主体別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
03 年間入場者数
04 年間興業回数・入場可能定員数・年間使用日数

804スポーツ施設提供業（ゴルフ場,ゴルフ練習場,ボウリング場,フィットネスクラブ,その他のスポーツ施設提供業）

01 １事業所当たりキャパシティ（ホール数・打席数・レーン）
02 １事業所当たり年間営業日数（業務種類別）
03 年間利用者数
04 キャパシティ・営業日数・総面積

805公園，遊園地
01 事業所数（入場料別）
02 総敷地面積・駐車場の台数・保有施設別の該当事業所数
03 年間入場者数又は年間利用者数

823学習塾
01 【入会金単価別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
02 【講座の１時間当たり単価別（集団指導方式／個別指導方式別）】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高・受講料の前受け金有りの事業所数
03 （主業）年間売上高（受講生区分別）
04 インターネットを活用した指導方法の採用の有無別事業所数
05 受講生（受講者）数
06 受講生（受講者）数（業務種類別）
07 受講生（受講者）数（うち新規）
08 受講生（受講者）数（うち新規）（業務種類別）
09 講座数
10 講座数（業務種類別）
11 年間延べ受講生（受講者）数
12 年間延べ受講生（受講者）数（業務種類別）
13 年間延べ講座開設時間数
14 年間延べ講座開設時間数（業務種類別）

824教養・技能教授業（外国語会話教授業,教養・技能教授業（外国会話教授業は除く））
01 【入会金単価別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
02 【講座の１時間当たり単価別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高・受講料の前受け金有りの事業所数
03 受講生（受講者）数
04 受講生（受講者）数（業務種類別）
05 受講生（受講者）数（うち新規）
06 受講生（受講者）数（うち新規）（業務種類別）
07 講座数
08 講座数（業務種類別）
09 年間延べ受講生（受講者）数
10 年間延べ受講生（受講者）数（業務種類別）
11 年間延べ講座開設時間数
12 年間延べ講座開設時間数（業務種類別）
13 教室・施設の床面積

901機械修理業（電気機械器具を除く）
01 【系列（系統）別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
02 （主業）年間売上高（発注元別）
03 （主業）年間売上高（発注元別）（契約種類別）
04 （主業）年間売上高（発注元別）（業務種類別）

902電気機械器具修理業
01 【系列（系統）別】事業所数・従業者数・（主業）事業従事者数・年間売上高・（主業）年間売上高
02 （主業）年間売上高（発注元別）
03 （主業）年間売上高（発注元別）（契約種類別）
04 （主業）年間売上高（発注元別）（業務種類別）




